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はじめに 

令和２年９月に取りまとめた「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方」

一部答申（以下「一部答申」という。）では、「ＩＰによる相互接続開始に向けた方針整

理」として、令和３年１月から移行が開始したひかり電話の移行過程における音声接続

料の在り方について整理を行った。 

また、ＩＰ網への移行後における音声接続料の在り方について検討を開始し、音声通

信市場における現状課題として「ユーザ料金の低廉化」及び「事業者間の公平性の確保」

という２つの課題を提示し、これら課題への対応のために着信接続料規制について検討

を進めることとした。 

その上で、一部答申では、最終答申の取りまとめに向けて、引き続き、ＩＰ網への移

行後における音声接続料の在り方について検討を継続するとともに、ＩＰ網への移行過

程における加入電話の音声接続料の在り方及びＩＰ網への移行を踏まえた接続制度の

在り方について新たに検討を開始する方向性を示した。 

接続政策委員会においては、こうした方向性に基づき、令和２年 10月以降、検討を進

めてきた。本報告書においては、その検討結果を踏まえ、以下の各事項について取りま

とめを行った。 

・ＩＰ網への移行後に向けた音声接続料の在り方【第１章】 

・ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り方（加入電話）【第２章】 

・ＩＰ網への移行を踏まえた接続制度の在り方【第３章】 
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第１章 ＩＰ網への移行後に向けた音声接続料の在り方 

１．音声通信に係る接続ルール 

１．１．接続ルールの基本的枠組み 

現在の接続ルールにおいては、電気通信回線設備を設置する電気通信事業者に対し、

原則として、その設置する電気通信回線設備に対する他の電気通信事業者からの接続の

請求に応じなければならないこととしつつ、接続に関し、当事者が取得する金額（以下

「接続料」という。）及び接続条件については、当事者である事業者間の協議により定め

ることを基本としている。その上で、当事者間の協議が不調になった場合等には、電気

通信紛争処理委員会によるあっせん若しくは仲裁又は総務大臣による裁定といった紛

争処理スキームを活用できることとされている。 

このような基本的な枠組みに加えて、一定の規模を超える設備を設置していることか

ら接続協議において優位な立場にある事業者については、他事業者による当該設備への

円滑な接続を通じて利用者利益を増進させ、公正かつ有効な競争を促進させるため、追

加的な接続規制が課されている。 

 

１．２．第一種指定電気通信設備制度 

固定系の加入者回線を相当な規模で設置する電気通信事業者が設置する電気通信設

備のうち、加入者回線及びこれと一体として設置される電気通信設備については、当該

設備との接続が他事業者のサービス提供に不可欠であり、適用される接続料や接続条件

が我が国の電気通信サービスの料金水準やサービス品質全体に影響を及ぼすものであ

ること、また、当該設備を設置する事業者は、接続協議において圧倒的に優位な立場に

立ち得るため、透明、公平、迅速かつ合理的な条件による接続を確保する観点から、第

一種指定電気通信設備制度を定めている。 

第一種指定電気通信設備制度の下、平成９年に日本電信電話株式会社の設置する固定

端末系伝送路設備等が指定電気通信設備（現在の第一種指定電気通信設備）として指定

され、平成 11年に、同社再編に伴い、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式

会社（以下「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）が指定電気通信設備の設置者としての地

位を承継し、その後、ＮＴＴ東日本・西日本が設置する固定端末系伝送路設備等が改め

て指定され、現在に至っている。 

ＮＴＴ東日本・西日本が加入電話を提供する公衆交換電話網（ＰＳＴＮ1）の接続料に

ついては、第一種指定電気通信設備制度に基づき、能率的な経営の下における適正な原

価に適正な利潤を加えたものとして、制度導入当初は、実績原価方式により、接続会計

                         
1 Public Switched Telephone Network：公衆交換電話網 
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で整理された設備の管理運営に実際に要した費用を基礎として算定することとされて

いた。その後、平成 12年度から、接続料原価の算定において実績原価方式では除外でき

ない非効率性を除外して適正に費用を算定できるように、高度で新しい電気通信技術の

導入によって電気通信役務の提供の効率化が相当程度図られると認められる機能に係

る接続料の算定方式として、長期増分費用方式（ＬＲＩＣ2方式）により算定することと

されている。他方、ＮＴＴ東日本・西日本がひかり電話を提供する次世代ネットワーク

（ＮＧＮ3）の接続料については、ＮＧＮの導入当初においてＮＴＴ東日本・西日本のＮ

ＧＮに対する設備投資のインセンティブを失わせることがないようにする観点から、Ｌ

ＲＩＣ方式ではなく実際費用方式 4により算定することとされていた。 

 

１．３．第二種指定電気通信設備制度 

移動体通信市場においては、電波の有限性等により寡占的な市場が形成される中、相

対的に多数の移動端末設備を収容する設備を設置する移動体通信事業者は他事業者と

の接続協議において強い交渉力を有し、その優位性を背景として競争を阻害するおそれ

があることから、他の事業者が当該設備に円滑・公平に接続してサービス提供を行うこ

とができるよう、第二種指定電気通信設備制度を定めている。 

同制度の下、二種指定事業者の音声通信サービスの接続料については、平成 22年に策

定された「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」（平成 22年３月

総務省）により、実績原価方式による接続料算定方法が整備されるとともに、その適正

性の検証のため、算定根拠の総務大臣への提出が規定された。また、同年に行われた電

気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）の改正により、接続会計の整理・公表義務が導

入された。その後、平成 27年の同法の改正を受けた平成 28年の第二種指定電気通信設

備接続料規則（平成 28年総務省令第 31号）の制定及び電気通信事業法施行規則（昭和

60 年郵政省令第 25 号）の改正により、接続料の算定方法及び接続料の算定根拠提出が

省令により規定されている。 

 

 

  

                         
2 Long Run Incremental Costs：長期増分費用 
3 Next Generation Network：次世代ネットワーク 
4 具体的には、現在は、将来原価方式により算定されている。 
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２．検討事項 

ＮＴＴ東日本・西日本のＰＳＴＮのＩＰ網への移行により、ＰＳＴＮによる音声伝送

は廃止され、ＮＴＴ東日本・西日本の現在の加入電話はメタルＩＰ電話としてＮＧＮの

機能を活用して提供されることとなる。また、ＮＴＴ東日本・西日本のＰＳＴＮのハブ

機能 5も廃止され、各事業者は原則として東京及び大阪にある２か所のＰＯＩ6ビルにお

いて直接接続を行うこととなる。 

このようなＮＴＴ東日本・西日本のＰＳＴＮのＩＰ網への移行に伴い、音声通信網に

おける接続ルールについて、これまでの基本的な考え方を踏襲しつつ、移行後及び移行

期間中における加入電話に係るルールの在り方について検討を行った。その際、ネット

ワーク構成や接続形態の変化等を踏まえ、ルール見直しの必要性やその緊急性、また、

ルール見直しによる政策的意義や効果と関係者において新たに生じるコスト等につい

て検証の上、検討を行った。 

特に、一部答申では、「中間取りまとめ」という位置付けで着信接続料（音声通信の着

信に係る接続料）規制について検討を行っていくことを提言したが、この点についても、

一部答申の取りまとめに当たって実施した意見募集における提出意見も踏まえ、具体的

なデータや事実関係の確認を行った上で、解決が必要な課題を改めて整理するとともに、

対応策について検討を行った。 

 

２．１．ＩＰ網へ移行後の第一種指定電気通信設備制度に基づく音声接続料 

ＮＴＴ東日本・西日本のＰＳＴＮのＩＰ網への移行により、加入者回線の形態に変化

はないが、ＰＳＴＮによる音声伝送は廃止され、ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話はメ

タルＩＰ電話としてＮＧＮの機能を活用して提供されることとなる。 

  

                         
5 交換機を介して事業者間の通話を媒介する機能。 
6 Point Of Interface：相互接続点 
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（図表１ 接続ルート切替前後における設備構成） 

 

このような設備構成の変化等も踏まえ、第一種指定電気通信設備制度の下で、ＩＰ網

へ移行後のメタルＩＰ電話とひかり電話の音声接続料の算定の考え方及び算定方法に

ついて検討を行った。 

 

２．２．その他の音声通信網に係る接続ルール上の課題 

電話などの音声通信において通話を行う場合、発信時及び途中でどのようなネットワ

ークを経由しても、最終的には通話の着信を受ける利用者がサービスの提供を受けてい

る事業者（以下「着信事業者」という。）のネットワークを介さなければ通話が成立しな

いという特性を有している。 

このため、着信事業者の自網への着信呼を一つの市場として観念すると、当該市場は

当該着信事業者が独占し、市場支配力を有していると考えることができる。 

諸外国においては、この各着信事業者が市場支配力を有する自網の着信呼市場を「着

信ボトルネック」と捉え、それにより各々の国・地域において生じている問題に対処す

るための制度的対応を設けている例がある。 

我が国においては、音声通信網において、着信事業者が料金設定権を有している場合

にユーザ料金が高止まりしていたり、着信事業者が接続料を設定する場合に一部事業者

において当該接続料の設定に係る価格交渉が成立しないといった問題が指摘されてお

り、これらの問題について、「着信ボトルネック」との関連性も含めて検討を行った。 
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２．２．１．着信事業者が料金設定権を有することに伴う課題 

料金設定権とは、複数の電気通信事業者が相互に接続して利用者に対してサービスを

提供している場合において、当該複数の事業者で合意した接続協定に基づき、特定の電

気通信事業者が、複数の電気通信役務を通算した｢エンド・ツー・エンド｣のユーザ料金

を設定し、利用者からユーザ料金を徴収することができる権利を指すものである 7。 

これまで、事業者間協議の結果、ほとんどの音声通信については、利用者が自らの積

極的な選択の下で直接契約する発信事業者又は中継事業者が料金設定権を有してきた。

他方、加入電話（ＩＳＤＮ電話を含む。）発-携帯電話着の通話については、一部を除き

着信事業者である携帯電話事業者が料金設定権を有し 8、10 年近くにわたりユーザ料金

の高止まりが継続してきた 9。 

（図表２ 加入電話発-携帯電話着のユーザ料金） 

 

このことにより、加入電話の利用者はこれまで、携帯電話着の通話について高止まっ

たユーザ料金の支払いを余儀なくされてきた。また、こうした料金設定体系のため、利

用者にとっては、自らが負担する料金をどの事業者が設定し、どの事業者に支払ってい

るのか分かりにくい構造も続いている。 

この点については、従前から問題視されており、情報通信審議会では、これまで複数

回にわたり、料金設定権について、事業者間競争の促進や利用者保護の観点から、事業

者間協議を通じた状況改善を求めてきたが、問題が解決してこなかったため、改めて検

                         
7 この場合、ユーザ料金を設定する事業者は、他の事業者に対して、ユーザ料金収入の中から接続料を支払

うことになる。 
8 具体的には、株式会社ＮＴＴドコモ（以下「ＮＴＴドコモ」という。）、ＫＤＤＩ株式会社（以下「ＫＤＤ

Ｉ」という。）及びソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）の３社が料金設定権を有してい

る。 
9 ＮＴＴドコモについては平成 24年に３分当たり 10円の値下げを行った一方、ＫＤＤＩとソフトバンクは

その際も値下げを行っていない。この結果、平成 24年以降、ＮＴＴドコモ：60円/３分、ＫＤＤＩ：90円/

３分、ソフトバンク：120円/３分という料金が継続してきた。（いずれも税別。以下同じ。） 
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討を行った。 

 

２．２．２．着信事業者が設定する接続料に関する課題 

一部答申においては、ＩＰ網への移行後の音声通信網において、どのような接続料規

制を採用すべきかという点について、「中間取りまとめ」との位置づけで取りまとめを行

い、その中で、現状課題として「ユーザ料金の低廉化」及び「事業者間の公平性の確保」

という２つの課題を提示し、これら課題への対応のために着信接続料規制について検討

を進めることとしていた。 

制度設計については一部答申後の検討に委ねられていたところ、今般、具体的な制度

設計を進めるに当たり、一部答申の取りまとめに際して実施した意見募集において、規

制導入に際して現状分析や導入時の影響の検討をしっかり行うべきとの意見が少なか

らず寄せられたことも受けて、改めて具体的なデータや事実関係の確認を行った上で、

検討を行った。 
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３．主な意見 

３．１．ＩＰ網へ移行後の第一種指定電気通信設備制度に基づく音声接続料 

（１）ＩＰ網へ移行後のメタルＩＰ電話/ひかり電話の音声接続料 

① 事業者意見 

 メタルＩＰ電話とひかり電話の音声接続料は、同一の接続料として算定すべき。 

・ ＩＰ網への移行後は同一のコア網を共有し同じＰＯＩで接続することから、同一の

接続料として算定すべき。【ＫＤＤＩ、ソフトバンク】 

・ 接続料精算の負担軽減や事業者間協議の負担軽減の観点から、同一の接続料として

算定すべき。【ＫＤＤＩ、ソフトバンク】 

・ 別々の接続料とする場合、メタルＩＰ電話がひかり電話に巻き取られていくことを

考慮すると、メタルＩＰ電話の接続料が大幅に上昇することが懸念される。その場

合、利用者から見てメタルＩＰ電話着とひかり電話着の区別がつかないにもかかわ

らず、メタルＩＰ電話着の通話料金の値上げといった検討も必要となる可能性があ

る。【ソフトバンク】 

 

 メタルＩＰ電話とひかり電話の音声接続料は、着信接続料に係るルールに準じて取

り扱うべき。 

・ メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料については、全事業者を対象とした着信接続

料に係るルールに準じて取り扱うことが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本、ＮＴＴドコ

モ】 

 

② 委員意見 

 現状の事業者間の不公平の背景には、加入電話とひかり電話の接続料格差があり、

ＩＰ網移行は、その見直しの一つのきっかけとなる。 

・ 現状の事業者間協議の不調は、加入電話とひかり電話で接続料格差があり、双方の

事業者が自分に有利な方を主張することが背景にあると思う。ＩＰ網移行に伴い、

メタルＩＰ電話とひかり電話の設備区別がなくなることから、見直しの一つの機運

が来ているのではないかと思う。 

 

 どのようにメタルＩＰ電話をひかり電話に巻き取っていくのかも含めて考えるの

がよいのではないか。 

・ メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料の問題については、メタルＩＰ電話は将来的

にはなくなっているはずなので、どのようにひかり電話に巻き取っていくのかも含

めて考えていくのがよいのではないか。 
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 メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料を同一にするかという論点に加え、ＮＴＴ東

日本・ＮＴＴ西日本の接続料を均一にするかという論点もある。 

・ 現状、固定電話についてはＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本で均一接続料としている。

メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料を同一にするかという論点に加え、東西均一

接続料をメタルＩＰ電話以降も維持するのかという論点もある。 

 

（２）ＩＰ網へ移行後のメタルＩＰ電話/ひかり電話の音声接続料の算定方法 

① 事業者意見 

 効率化のインセンティブを働かせるためＬＲＩＣ方式を適用すべき。 

・ 固定市場において圧倒的な市場シェアを持つＮＴＴ東日本・西日本に対しては、効

率化のインセンティブを働かせるためにＬＲＩＣ方式を適用し、一層の接続料低廉

化を図る必要がある。【ＫＤＤＩ】 

 

 各装置について今後のコスト見通しを踏まえて算定方法を検討すべき。 

・ 原価全体の大宗を占めるメタル収容装置及び変換装置については、コストが十分に

低廉化していく見込みがあれば実際費用方式も考えられるが、低廉化が見込まれな

いようであればＬＲＩＣ方式の導入を検討すべき。【ソフトバンク】 

・ その他のルータや制御装置については、継続的に十分なコスト低廉化が見込まれる

のであれば実際費用方式でも問題ないが、今後、非効率性が疑われる場合や料金が

上昇傾向となる場合はＬＲＩＣ方式の適用も検討すべき。【ソフトバンク】 

 

 メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料は、着信接続料に係るルールに準じて取り扱

うべき。 

・ メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料については、全事業者を対象とした着信接続

料に係るルールに準じて取扱うことが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本、ＮＴＴドコモ】

［再掲］ 

 

② 委員意見 

 メタル収容装置のコストをどのように扱うかに議論が集約される。 

・ メタルＩＰ電話では、加入者交換機の一部をメタル収容装置として使うわけだが、

メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料については、このメタル収容装置のコストを

どのように扱うかに議論が集約されると思う。 
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３．２．その他の音声通信網に係る接続ルール上の課題 

３．２．１．着信事業者が料金設定権を有することに伴う課題 

（１）加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権 

① 委員意見 

 速やかに料金設定権を移行し、ユーザ料金を下げる努力をして欲しい。 

・ 約 10 年間料金が高止まりしており、利用者に大きな負担をかけていることを考え

ると、速やかに料金設定権を移行し、ユーザ料金が下がる方向に手立てを打たない

といけない。１年、２年と待たず、早急に、本気で料金を下げる努力をして欲しい

と思う。 

・ 加入電話発-携帯電話着の料金が高いために電話を控えようということは、消費者

の生活の知恵のような形で浸透しており、このような問題は是正していただきたい。 

 

 ユーザ料金が利用者の目に触れない形になっていることは問題。利用者にとってわ

かりやすい形にすべき。 

・ ユーザ料金は、携帯電話事業者のホームページでは調べづらく、ＮＴＴ東日本・西

日本のホームページでは中継電話の案内となっている。このように、ユーザ料金が

利用者の目に触れない形になっていることも問題。 

・ 料金設定権が移行した後、ＮＴＴ東日本・西日本は、利用者へのわかりやすさの観

点から、中継電話の扱いも含めて検討することが望ましい。 

 

 発信者は、着信先の電話番号から着信事業者を判別することができない。 

・ 加入電話発-携帯電話着の通話では着信事業者により通話料金が異なるが、現在は

番号ポータビリティが実施されているため、着信先の電話番号から着信事業者を判

別することができない。 

・ 加入電話の発信者が、どの携帯電話事業者に着信して通話料金がどれだけかかるか

分からないまま電話をかけているということは、商取引として問題だと思う。 

 

 料金設定権の移行に時間を要するのであれば、経過措置として、携帯電話事業者３

社の料金を揃える等の対応をとるべき。 

・ 仮に料金設定権の移行に時間を要するのであれば、移行完了までの経過措置として、

発信者が着信先の携帯電話事業者と設定料金を把握可能な仕組みを設ける、若しく

は、携帯電話事業者３社の設定料金を揃える等の対応をとるべき。 
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（２）料金設定権に係る規律の在り方 

① 委員意見 

 総務省は、ユーザ料金が下がるという確証を得るため、制度的な取組を検討すべき。 

・ ＩＰ網への移行前後を問わず、発信事業者の設定するユーザ料金が下がるという確

証を得るため、モニタリング等を行うことが必要。競争の促進と利用者利益という

目的の下で、制度も絡めてユーザ料金が下がるということが今回の議論の最終着地

点。総務省は、そこに向けた制度的な取組も検討すべき。 

 

（３）加入電話発-携帯電話着の通話の動向とその他の通信形態の状況 

① 事業者意見 

 加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権については、令和３年 10月１日に、発

信事業者に移行する予定。 

・ 加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権については、令和３年 10月１日に、着

信事業者（携帯電話事業者３社）から発信事業者（ＮＴＴ東日本・西日本）に移行

する予定。【ＮＴＴ東日本・西日本、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク】 

 

 令和３年５月１日から料金設定権移行までの間、加入電話発-携帯電話着の通話料

金を 60円/３分に値下げする予定。 

・ 令和３年５月１日から料金設定権移行までの間、加入電話発-ＫＤＤＩ携帯電話着

の通話料金を 60円/３分に値下げ予定である。【ＫＤＤＩ】 

・ 令和３年５月１日から料金設定権移行までの間、加入電話発-ソフトバンク携帯電

話着の通話料金を 60円/３分に値下げ予定である。【ソフトバンク】 

 

② 委員意見 

 料金設定権の移行が実現することや、移行までの経過措置として料金値下げが行わ

れることを評価する。 

・ 料金設定権の移行に関して、明確なスケジュールが示されたことと、移行までの間

経過措置として料金値下げが行われるということについて、５社に敬意を表したい。 

・ 当初のスケジュールを早めて今秋に料金設定権の移行を実現できるということに

ついて、努力を評価したい。また、ＫＤＤＩとソフトバンクが、料金設定権移行前

の５月からユーザ料金を引き下げるという点も評価したい。 

・ 消費者の逸失利益は非常に大きなものがあるが、これまで非常に長い膠着状態が続

いており、今回その膠着を解く努力をし、合意されたことについては評価できるの

ではないかと思う。 

・ 今回の各事業者の取組、受け止めは非常に評価されるべきものと思う。 
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 料金設定権が移行した後の料金水準についても注視が必要。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本は、今までも継続的に効率化の努力をしていると思うが、着

信先の３社を束ねることで、より規模の経済も発揮させて、現在の 52.5 円/３分、

60円/３分（ＮＴＴ東日本・西日本発-楽天モバイル株式会社（以下「楽天モバイル」

という。）着通話料金）をさらに継続的に下げるよう頑張っていただきたい。 

・ 令和３年 10 月１日に料金設定権が移行した後の料金も注視すべきものと思ってい

る。ＮＴＴ東日本・西日本は、現在 52.5円/３分、60円/３分と料金を設定してい

るところ、その設定に際しての状況や前提として加味しなければならない要素が

色々あるとは思うが、引き続き、値下げの努力や取組を期待している。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本の料金設定については、改めて、事務局試算の仮定にとらわ

れず、可能な範囲でコストベースに基づく料金設定を心がけていただきたい。 

・ まだユーザ料金と接続料との間には大きなギャップがある。今後ともユーザ料金の

低廉化にぜひ努力いただきたい。 

 

３．２．２．着信事業者が設定する接続料に関する課題 

（１）「ユーザ料金の低廉化」について 

① 事業者意見 10 

 携帯電話では、音声接続料がコストに占める割合は小さく、その水準の変動がユー

ザ料金に直結するものではない。 

 市場の競争環境等も踏まえ、総合的な判断で携帯電話のユーザ料金を設定している。 

 携帯電話の音声通話は、通話定額サービス等が競争の主軸となっており、ユーザの

実質負担額は大きく低減している。 

 携帯電話では、接続料低廉化に資するような設備効率化等の取組を実施している。 

 

② 委員意見 

 より安価に良質なサービスを提供するには、接続料を下げるだけではなく、市場競

争の促進が重要。 

・ より安価に良質なサービスを提供するには、接続料を下げるだけでは駄目で、いか

に市場競争を促進するかが大事だと改めて認識した。 

 

 「ユーザ料金低廉化のために着信接続料低廉化を図る」ということのロジックが明

                         
10 接続政策委員会（第 49回）において、非公開で実施した事業者ヒアリングでの意見。ヒアリング対象事

業者は、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、楽天モバイルの４社。 
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確でないのではないか。 

・ 「ユーザ料金低廉化のための方策として着信接続料の低廉化を図ることが必要と

考えられる」とあるが、この部分のロジックが明確ではないのではないか。 

 

 因果関係について意見が分かれた状態でユーザ料金低廉化のために着信接続料を

規制することは健全ではない。 

・ 因果関係の有無について意見が分かれたままユーザ料金低廉化のために着信接続

料を規制することは、論理が不消化で健全ではない。 

 

 仮に通話料の定額制プランが競争の主軸であるとしても、従量料金を見直す必要が

ないという根拠にはならない。 

・ 仮に通話料の定額制プランが競争の主軸であるとしても、定額制プランが 20円/30

秒の従量料金を判断基準として選択されているということを考えると、従量料金を

見直す必要がないという根拠にはならない。 

 

（２）「事業者間の公平性の確保」について 

① 事業者意見 

 着信接続料規制の導入は、事業者間協議の不調解消に資する可能性がある。 

・ 着信接続料について、事業者間協議が調わない場合には接続料の高止まり等を是正

するためのルールを設けることが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 固定通信事業者間において、非規制事業者も一律に順守する何らかの規律を導入す

ることは、事業者間協議の難航に対する解消手段になり得るものと考える。【ソフト

バンク】 

・ 着信接続料規制の導入により、全事業者が一律に順守すべき規律を導入することに

より、難航する協議について合意を促進する可能性はあると考える。【楽天モバイ

ル】 

 

 着信接続料規制を導入する場合は、全事業者が一律に順守すべきルールとすべき。 

・ 着信接続料についてのルールは、携帯・固定問わず全事業者に適用することが必要。

【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 仮に着信接続料規制を導入する場合は、着信事業者の市場支配力は全てのネットワ

ークで共通であり、一種指定事業者、二種指定事業者等の特定事業者のみへの規制

は合理的でなく、「全事業者一律の規制」とすべき。【ＮＴＴドコモ】 

・ 仮に着信接続料規制を導入する場合は、今後、事業者間の協議難航も発生しないと

は限らないので、セーフティネット面（制度面）における事業者間の公平性確保の

観点から、全事業者とも適用しておくことが望ましい。【株式会社オプテージ（以下
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「オプテージ」という。）】 

 

 市場支配力を有する事業者には、従前どおりの規制が引き続き適用されるべき。 

• ＮＴＴ東日本・西日本については固定市場において圧倒的な市場シェアを有して

いることから、引き続き指定電気通信設備制度に基づく接続料規制が適用される

べき。【ＫＤＤＩ】 

• ＩＰ網移行後も市場支配力について変化はないことから、仮に着信接続料規制を

導入するとした場合、その対象は市場支配力をもつ事業者に限定すべき。【楽天モ

バイル】 

 

 着信接続料規制を導入する場合、適切なコスト回収が可能な実際費用方式が望まし

い。 

• 接続にかかるコストを回収可能な接続料を設定できることが必要。加えて、縮小

し続ける音声市場において、複雑な算定方式を導入することは規制コストの観点

から避けるべき。以上から、原則は実際費用方式が望ましい。【ＫＤＤＩ】 

• 事業者間の公平性の観点や、特にモバイル通信においては５Ｇ等の大規模設備投

資が今後も継続的に発生することを踏まえると、適正なコスト回収が担保されて

いる実際費用方式が基本と考える。【ソフトバンク】 

 

 着信接続料規制を導入する場合、ｐｕｒｅ ＬＲＩＣ方式は不適切。 

• ｐｕｒｅ ＬＲＩＣ方式は、自網内呼と発信呼間とのコスト負担の公平性の観点か

ら不適切であり、自網内呼や発信呼により全共通コストを負担することからユー

ザ料金低廉化の妨げとなるリスクもある。モデル検討や算定に係る多大な運用コ

ストに比して得られる効果は限定的と想定されることから導入すべきではない。

【ソフトバンク】 

 

 着信接続料規制を導入する場合、個別の接続料算定が難しい事業者においては、指

定事業者が算定した接続料をベンチマークとすることも考えられる。 

• 接続料算定にかかる負荷軽減の観点から、実際費用方式を用いて接続料を算定す

る代わりに、ＮＴＴ東日本・西日本と同水準の接続料を設定することや上限値を

設定するといったことも選択肢として検討すべき。【ＫＤＤＩ】 

• 実際費用方式で算定することが困難な事業者は、指定事業者が算定した接続料を

ベンチマークとして代用することが考えられる。【ソフトバンク】 

• 接続会計が未整備で、個別の接続料算定が難しい事業者においては、ＬＲＩＣ方

式のような透明性、適正性を確保できる算定方式により算定された数字をベンチ

マークとする方法も考えられる。【オプテージ】 

 

 仮に着信接続料規制を導入する場合、多大な規制コストを要しないようにすべき。 



 

15 

 

• 仮に着信接続料規制を導入する場合は、音声市場が継続的に縮小する中、ニュー

ノーマルにおける働き方改革を進める上で、人員の確保・維持が困難な状況も踏

まえた簡便な算定方式等を検討すべき。【ＮＴＴドコモ】 

• 仮に着信接続料規制を固定/携帯事業者に導入するということになれば、多大な規

制コストやリソースをかけないよう一定の配慮が必要。規制事業者のように、接

続会計を整備していない当社にとっては、そこまでの算定コストをかけて導入す

ることが有意だとは感じていない。また、接続料に係る手続も長期にわたる可能

性も否定できず、相当の業務負荷が想定され、ひいては既往のサービス提供につ

いても影響が及び、利用者利益を損なう可能性があるので、特に中小規模事業者

に過度の負担とならない算定方式が着信接続料規制導入の大前提。【オプテージ】 

• 仮に着信接続料規制を導入するとした場合、算定準備や運用に伴う時間やコスト

の増加が懸念されることから、特に中小事業者、新規参入事業者においては算定

に多大なコストを要しないよう、またコストを要した場合は着信接続料に含まれ

るよう考慮いただきたい。【楽天モバイル】 

 

 着信接続料は、事業者間協議を通じた合意形成が基本。 

• 着信接続料については、事業者間協議を通じた合意形成を基本とする。【ＮＴＴ東

日本・西日本】 

• 事業者間協議で意見の一致を見ていない例があるが、協議に都度誠意をもって対

応しており、今後とも真摯に対応していく。【ＫＤＤＩ】 

• 当社の場合、総務省「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成 24年

７月総務省）等に基づき、事業者間で協議が円滑に行われている。【オプテージ】 

 

 接続料制度の変更が必要なほどの事業者間の協議難航は起きていない。 

• 仮に全事業者の接続料が一意に確定するような制度変更を行えば事業者間協議は

不要になるが、現状、接続料制度の変更が必要なほど業界が混乱しているとは考

えていない。【ＫＤＤＩ】 

• 現在、着信ボトルネックに起因した問題は生じていないので、着信接続料規制に

よる対称規制が必ず導入されなければならないという問題意識はない。【オプテー

ジ】 

• モバイル市場においては、新たな規制を導入することにより解決を図るべき課題

はない。【ＮＴＴドコモ】 

• モバイル通信事業においては、現状協議が難航している事実はない。【ソフトバン

ク】 

 

② 委員意見 

 必ずしも統一的な規制を導入すれば事業者間の公平性が担保されるとは限らない。 
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・ 統一的なルールなり統一的な料金を設けることで、公平性が担保されるのか。貰い

が多い会社と、貰いが少ない会社では、何をもって公平と思うかも違うし、それ以

外の考え方についても必ずしも規制を導入すると公平になるとは限らないのでは

ないか。 

 

 着信ボトルネックに起因して接続料に過度な利潤が乗っている可能性があり、本来

であれば、その格差の要因が合理的な理由によるものか見ることが必要。それが難

しいので統一的ルールが必要になったと理解。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本の資料から理解したことは、接続料に格差があるというのは

事実ということ。ＮＴＴ東日本・西日本の主張としては、着信ボトルネックに起因

して過度な利潤が乗っている可能性があるということだと思う。本来であれば、そ

の格差の要因が合理的な理由によるものなのかを見る必要があるが、十分なデータ

もなく、それを検証することが難しいので、何らかの統一的なルールが必要という

ことになったと理解している。 

 

 現状の事業者間の不公平の背景には、加入電話とひかり電話の接続料格差にあり、

ＩＰ網移行は、その見直しの一つのきっかけとなる。 

・ 現状の事業者間協議の不調は、加入電話とひかり電話で接続料格差があり、双方の

事業者が自分に有利な方を主張することが背景にあると思う。ＩＰ網移行に伴い、

メタルＩＰ電話とひかり電話の設備区別がなくなることから、見直しの一つの機運

が来ているのではないかと思う。［再掲］ 

 

（３）二つの課題についての検討を踏まえた着信接続料に係る規律の在り方 

① 委員意見 

 着信接続料規制は、直ちに導入すべきものとは言えない。 

・ 着信接続料規制について、考え方は十分に成り立つものの、事業者の意見や種々の

状況を勘案すると規制導入には機が至っていないということだろう。 

・ 着信接続料規制は、ユーザ料金低廉化への影響や、固定・携帯の全事業者に関わる

ルールであることを考慮すると、今すぐに導入すべきものとは言えないかもしれな

い。 

 

 引き続き、着信接続料等に関する状況を注視していくことが必要。 

・ 事業者間の競争に歪みがあれば、やはり最終的にはユーザ料金に行き着き、市場の

発展が損なわれる蓋然性が非常に高い。着信接続料を規制するかどうかにかかわら

ず、接続料と市場との関係を注意深く見ていきたい。 

・ 事業者間協議が上手くいっていない事例があるとのことだが、切羽詰まった状況が
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あれば、また別途解決の糸口を探すべき。 

・ ユーザ料金と接続料の関係について、ＭＮＯに限定すると、料金と接続料は非常に

乖離をしているが、ＭＶＮＯ等にとっては、接続料は原価の大宗を占め重要性も異

なる。接続料に関しては今後も検討を続ける必要がある。 

・ 今般の検討で、固定においても携帯においても着信にはボトルネック性があるとい

うこと、また、着信接続料は、ＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者についてもコス

トベースで設定されるべきという考え方は確認できた。まずはコストベースの接続

料が事業者間協議で実現に近付いていくのか見守りたい。 

・ 携帯電話のユーザ料金が高止まりしているのだとすれば、着信接続料以外のどのよ

うな要因によるものなのか、さらなる議論が必要。 

 

（４）ビル＆キープ方式について 

① 事業者意見 

 接続料規制として全事業者にビル＆キープ方式を導入することが望ましい。 

・ ビル＆キープ方式では、自網コストは全て自社負担となるため、他社から過剰な利

潤を得る余地がなく、効率化インセンティブが強く働く。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 接続料の算定や接続料を精算するためのシステム、請求・照合等に係る規制・運用

コストが不要となること等から、ビル＆キープ方式が望ましい。【ＮＴＴ東日本・西

日本】 

・ ビル＆キープ方式を推進することで、接続料負担を考慮しない柔軟な料金設定が可

能となる。【ＮＴＴドコモ】 

・ 事業者間の音声接続料水準の格差解消に繋がり、公平性確保に資する。【ＮＴＴドコ

モ】 

 

 接続料規制として全事業者にビル＆キープ方式を導入することは時期尚早。 

・ 算定方法を簡便にする観点ではビル＆キープ方式も考えられるが、収支面で大きな

影響を受ける事業者もいることから、導入は時期尚早と考える。【ＫＤＤＩ】 

・ ビル＆キープ方式は、将来的に音声トラヒックが大幅に減少していった場合は検討

余地があるものの、現時点においては事業影響が多大であることや、適正なコスト

回収という基本的な考えに沿わない方式であることから、導入には反対。【ソフトバ

ンク】 

 

② 委員意見 

 接続料規制として全事業者にビル＆キープ方式を導入することは時期尚早。 

・ 固定電話と携帯電話では設備構成が異なり、そのためネットワークコストが異なる。

接続料算定が無駄というところまで行き着けばあり得るかもしれないが、特に指定



 

18 

 

事業者について、現状の接続料は、コストに適正利潤を加えたものとされているた

め、接続料規制として全事業者にビル＆キープ方式を導入することは難しいのでは

ないか。 
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４．考え方 

４．１．ＩＰ網へ移行後の第一種指定電気通信設備制度に基づく音声接続料 

（１）ＩＰ網へ移行後のメタルＩＰ電話/ひかり電話の音声接続料 

現在、加入電話とひかり電話は、各々異なる網（加入電話はＰＳＴＮ、ひかり電話は

ＮＧＮ）で異なる設備構成により提供されており、これらの接続料の原価は、第一種指

定電気通信設備制度の下、加入電話についてはＬＲＩＣ方式、ひかり電話については将

来原価方式により各々個別に算定されている。 

ＩＰ網へ移行後、メタルＩＰ電話とひかり電話は、各々メタル収容装置と収容ルータ

を通じていずれもＮＧＮに収容され、他事業者と接続するＰＯＩも同一となる等、接続

料原価の対象となる網や設備を多く共有することとなる。また、メタルＩＰ電話とひか

り電話はいずれも０ＡＢ-Ｊ番号の指定を受けており、機能や料金等の一部に差異があ

るものの、両電話は類似した品質で提供される。 

こうした中、関係事業者からは、前述のＩＰ網への移行に伴う網及び設備構成の変化、

提供品質等の観点に加え、接続料の精算や事業者間協議の負荷軽減の観点からも、メタ

ルＩＰ電話とひかり電話の接続料を同一の接続料として算定することが適当との意見

が多く寄せられた。 

これらの点を踏まえると、ＩＰ網への移行後、第一種指定電気通信設備制度の下で、

メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料は同一の接続料として算定することが適当であ

る。 

（２）ＩＰ網へ移行後のメタルＩＰ電話/ひかり電話の音声接続料の算定方法 

ＩＰ網へ移行後、メタルＩＰ電話とひかり電話は、各々メタル収容装置と収容ルータ

を通じてＮＧＮに収容され、中継ルータ、ゲートウェイルータ、制御系設備等の設備が

両電話で共用される。他方、メタル収容装置や変換装置、収容ルータ等、いずれかの電

話の提供のみに使用される設備も存在する。 

このうち、メタルＩＰ電話の提供に使用されるメタル収容装置は、ＰＳＴＮの接続料

原価の中で現在大きな割合を占めている加入者交換機が活用され、当該交換機中の回線

収容機能を用いて提供される。 

現在、加入電話の接続料原価は、過去の独占的なＰＳＴＮの提供に起因する非効率性

を排除するため、ＬＲＩＣ方式で算定されている。今般、ＮＴＴ東日本・西日本から、

メタル収容装置及び同装置にあわせて収容局内に設置される変換装置の提供において

非効率性が排除されることを示す明確な見通しが示されていないことも踏まえると、メ

タル収容装置及び変換装置により提供されるメタルＩＰ電話の収容に係る機能等の接
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続料原価算定には、これまでどおり、現在ＰＳＴＮの接続料原価算定に適用しているＬ

ＲＩＣ方式を適用することが適当である。 

他方、ＮＧＮを用いて提供される機能部分については、ＮＧＮ導入当初に、ＮＧＮの

全国展開に向けたＮＴＴ東日本・西日本の設備投資のインセンティブを失わせないこと

に留意したことから、現在まで実際費用方式による接続料原価算定が行われている。 

ＩＰ網へ移行後は、ＮＧＮがメタルＩＰ電話とひかり電話の双方を収容することとな

り、ＮＧＮのアクセス回線（メタル回線及び光回線）と一体として設置される設備とし

ての重要性及び基幹的役割は強まり、他事業者のＮＧＮへの依存性も強まる。そのよう

な中、ＮＴＴ東日本・西日本がＮＧＮの効率化努力を怠った場合には、実際費用方式に

より算定される接続料原価が、適正な水準から逸脱していく可能性も否定できない。 

このため、ＮＧＮを用いて提供される機能部分について、当面は現在のＮＧＮの接続

料原価算定に係る考え方を踏襲して実際費用方式による原価算定を行うこととしつつ

も、毎年度、実際の加入者回線の種別に対応したＩＰ-ＬＲＩＣモデル等により適切に算

定されたベンチマーク値との比較を行い、ＮＴＴ東日本・西日本による効率化努力をモ

ニタリングしていくことが必要である。その上で、非効率性の排除など接続料の一層の

適正化が必要となった場合には、ＬＲＩＣ方式による接続料原価の算定について検討を

行うことも必要と考えられる。 

（図表３ ＩＰ網へ移行後のメタルＩＰ電話/ひかり電話の音声接続料） 
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４．２．その他の音声通信網に係る接続ルール上の課題 

４．２．１．着信事業者が料金設定権を有することに伴う課題 

（１）加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権 

加入電話発-携帯電話着のユーザ料金の高止まりが継続してきた問題は、自網への着

信呼市場において市場支配力を有する着信事業者が料金設定権を有している場合、ユー

ザ料金を引き下げるインセンティブが働きづらいことに原因があると考えられる（「着

信ボトルネック」に起因する問題）。また、着信事業者はユーザ獲得の労を負っておらず、

この点からも着信事業者にはユーザ料金を引き下げるインセンティブが働きづらいと

考えられる。 

音声通信網における公正な競争を促進する観点から見ると、この問題を解決するため

には、着信呼市場において支配力を有する着信事業者には料金設定権を認めず、ユーザ

獲得競争を行っている発信事業者や利用者が積極的に選択した中継事業者が料金を設

定することが必要と考えられる。これにより、競争環境の中で料金の低廉化や多様化が

進むものと期待できる。 

また、利用者利益を確保する観点から見ても、発信事業者や中継事業者が料金を設定

することにより、利用者自身が直接契約する事業者から料金に関する情報を得ることが

可能となり、利用者視点から見て透明性が向上すると期待できる。 

これらの点を踏まえると、事業者間協議により定めることが基本とされている料金設

定権について、公正な競争を促進し、料金の低廉化を図ること、また、利用者利益の確

保を図る観点から、加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権については、着信事業者

には認めないことが適当である。 

 

（２）料金設定権に係る規律の在り方 

前述のとおり、この問題については、これまで複数回にわたり事業者に対して見直し

を求めてきたにもかかわらず、事業者間協議では問題が解決していないことを踏まえれ

ば、加入電話発-携帯電話着の料金設定が着信事業者によって行われることがないよう

にするため、所要の制度的担保措置を講じることが必要である。 

その際、現在問題が顕在化しているのは加入電話発-携帯電話着の通話の場合に限ら

れるが、他の接続形態の通信においても、今後、仮に自網への着信呼市場において市場

支配力を有する着信事業者が料金設定権を有すると同様の問題が生じるおそれがある

ため、こうした点も見据えた検討が必要である。 

具体的には、一種指定事業者及び二種指定事業者が定める接続約款においては「料金

設定権を有する事業者の別」を定めることとされているが、音声通信など「着信ボトル
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ネック」が存在する接続形態については、着信事業者による料金設定を認めない形を原

則とするべきである。 

また、接続約款を定めることが求められていないその他の事業者が締結する接続協定

においても、事業者間協議において本報告書を踏まえた設定が行われることが求められ

るとともに、仮に事業者間で協議が調わなかった場合に備え、総務大臣に対して裁定申

請がなされた場合は、「着信ボトルネック」が存在する接続形態については着信事業者に

料金設定権を認めないと裁定することを原則とする旨の裁定方針を定めるべきである。 

 

（３）加入電話発-携帯電話着の通話の動向とその他の通信形態の状況 

加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権について、今般の接続政策委員会での検

討を踏まえ、ＮＴＴ東日本・西日本、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及びソフトバンクの５社

から、課金・精算システムの改修等を実施の上、令和３年 10月１日に、着信事業者（Ｎ

ＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及びソフトバンク）から発信事業者（ＮＴＴ東日本・西日本）に

料金設定権の移行を予定する旨の報告があった。その上で、ＮＴＴ東日本・西日本から、

料金設定権移行後の加入電話発-携帯電話（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及びソフトバンク）

着の通話料金を 48 円/３分とする旨報告があった 11。また、ＫＤＤＩ及びソフトバンク

は、同年５月１日から料金設定権移行までの間の措置として、加入電話発-ＫＤＤＩ携帯

電話着、加入電話発-ソフトバンク携帯電話着の通話料金を 60円/３分に値下げした。 

このように、今般の接続政策委員会での検討を受けて、加入電話発-携帯電話着の通話

については、料金設定権が発信事業者に移ることとなり、10年近くにわたり高止まりが

継続してきたユーザ料金の値下げが実現することとなった。今後、発信事業者による料

金設定の下で、事業者間の競争を通じたより一層の料金低廉化の進展が期待される。 

（図表４ 加入電話発-携帯電話着の通話の料金設定権の移行スケジュール） 

 

                         
11 ＮＴＴ東日本・西日本は、加入電話発-楽天モバイル携帯電話着の通話料金（現在、ＮＴＴ東日本は 52.5

円/３分、ＮＴＴ西日本は 60円/３分）も令和３年 10月１日に 48円/３分に値下げする旨を公表。 
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なお、現在、加入電話発-携帯電話着の通話以外でも、一部の通信形態 12で着信事業者

が料金設定権を有している。このため、今後、総務省において料金設定権に関する制度

整備を進めるに当たっては、これらの通信形態の実態を調査の上、着信事業者が料金設

定権を有することに伴う利用者利益の損失や公正な競争の阻害が生じないようにする

ことが必要である。 

 

４．２．２．着信事業者が設定する接続料に関する課題 

（１）「ユーザ料金の低廉化」についての検討 

一部答申では、第一の課題として、ユーザ料金水準の国際比較等から、日本の携帯電

話のユーザ料金水準が高止まりしており、特に従量制の通話料金水準は 120 円/３分の

まま 10年以上値下がりしていないという課題を提示した。 

この点について検証するため、一部答申の取りまとめ後、携帯電話の通話に係るユー

ザ料金の設定について携帯電話事業者各社から具体的なデータの提出を求めつつヒア

リングを行ったところ、ユーザ料金全体に占める着信接続料支払額の割合は小さく、ま

た、携帯電話事業者は、他事業者に支払う着信接続料のみではなく、市場の競争環境等

も踏まえ、総合的な判断でユーザ料金を設定しているとの説明があった。また、このた

め、着信接続料の低廉化は必ずしも携帯電話の通話に係るユーザ料金の低廉化に直結し

ないとの主張がなされた。 

携帯電話事業者がユーザ料金を設定する上で着信接続料が一つのコスト要因となっ

ていることは間違いなく、その意味では、着信接続料が低廉化すれば、ユーザ料金の低

廉化に影響を与える一つの要素とはなり得る。一方、前述の議論を踏まえれば、着信接

続料がユーザ料金に与える影響は限定的であり、「着信接続料を低廉化すれば、携帯電話

のユーザ料金の低廉化が確実に期待できる」と説明することは困難である。 

むしろ、前述のヒアリングの結果、着信接続料支払額等のネットワーク費用以外の要

素 13が大きな割合を占めており、固定電話と携帯電話の接続料が近い水準にある一方で、

両電話の従量制ユーザ料金に大きな格差が生じていることについては指摘する必要が

ある 14。これは、携帯電話市場（特に音声通信分野）において競争が十分に機能してい

ないことに原因がある可能性が高い。この点については、音声卸役務の適正化など、Ｐ

ＳＴＮのＩＰ網への移行を契機とした接続ルールの在り方としての議論とは別に、競争

                         
12 具体的には、公衆電話発-携帯電話着の通話の一部、加入電話発-ＰＨＳ着の通話、固定電話発-衛星電話

（ワイドスターII）着の通話の一部、携帯電話のサービス設定等に係る通話及び電報等の申込みに係る 115

番宛の通話。 
13 営業費、管理費等や利益が含まれると考えられる。 
14 例えば、メタルＩＰ電話は 8.5円/３分の予定であるのに対して、携帯電話は現在概ね 120円/３分であ

る。 
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政策全体の議論の中で具体的に検討を進めていくことが適当である。 

なお、ユーザ料金の低廉化については、携帯電話のユーザ料金ではないが、「４．２．

１．着信事業者が料金設定権を有することに伴う課題」で示した課題を解決することに

より、加入電話発-携帯電話着の通話料金は大きく低廉化を図ることができ、政策的効果

はこちらの方が期待できる。 

 

（２）「事業者間の公平性の確保」についての検討 

一部答申では、着信接続料の設定における「事業者間の公平性の確保」という課題に

ついても提示した。具体的に生じている問題として、一種指定事業者であるＮＴＴ東日

本・西日本から、一部の固定電話事業者との間で、交渉により接続料の高止まりを抑制

することが難しく、価格交渉が成立しない事例がある旨の主張がなされた。他方、その

他の中小の固定系・非指定事業者においては、接続協議の結果、発信網ミラー15による接

続料設定に合意している例が少なくない 。 

現に事業者間で問題となっている個別の事案について判断することは困難だが、一般

論として、各事業者のネットワークは規模や提供エリア、技術方式、品質、設備構成等

において差異があり、例えば規模の経済の原理による効果等が働くことから、同一の算

定の考え方（例えば、適正原価・適正利潤の考え方）に基づき算定された接続料に差異

が生じたとしても、そのこと自体は自然なことと考えられる。 

このため、適正原価・適正利潤の考え方に基づき算定された接続料であることを前提

とするのであれば一種指定事業者であるＮＴＴ東日本・西日本のネットワークの着信接

続料に比べて、その他の事業者の設定する着信接続料が高かったとしても、そのことだ

けをもって直ちに問題とは言えない。 

また、発信網ミラーによる接続料設定に合意している中小の固定系・非指定事業者が

少なくないとしても、接続料算定の煩雑さを忌避するため等の経営判断の中で行われて

いる可能性があり、全ての事業者に対して、他の事業者と横並びで発信網ミラーに応じ

ることが求められるものではない。 

他方、独自に着信接続料を設定する一部の固定電話事業者が、仮に、新しい技術の導

入やネットワークの効率化等を進めているにもかかわらず、着信接続料設定の際にこれ

らを考慮せずに、着信接続料を長年にわたり高止まりさせ続けているとすれば、それは

着信接続料を引き下げようとするインセンティブが働きにくいという「着信ボトルネッ

ク」に原因がある可能性も考えられる。 

                         
15 発信事業者の設定する接続料をベンチマークとして、着信事業者の接続料に採用する方法。中小の固定

系・非指定事業者では、接続会計をしておらず自ら接続料を算定することが困難、あるいはその負担が大き

い等の理由から、発信網ミラーに応じるケースも少なくない。 
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接続料は、事業者間の協議により定めることが基本であるが、協議の円滑化を促す観

点から、総務省において平成 30年に「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定

方針」（平成 30年１月 16日総務省）を定め、その中で、協議が調わない場合には、まず

は能率的な経営の下における適正原価・適正利潤の考え方に基づき算定するとの考え方

が示されている。こうした方針を参考としつつ事業者間における真剣・真摯な協議を経

てもなお、着信接続料を設定する事業者において不当に高額な接続料の設定が継続して

いる例があるならば、是正を図るための方策について検討する必要がある。 

その上で、音声通信網全体を見ると、確かに前述の一部の固定電話事業者に関して問

題が提起されている一方で、他の多くの事業者においては、着信接続料に係る規制を受

けていないものの、問題が生じているという状況にはない。すなわち、事業者間協議を

基本とする現行ルールの下で、着信接続料の設定に係る問題が音声通信網全体に広く顕

在化している状況にあるとは言えない。 

また、前述の一部の固定電話事業者に係る問題について、「接続等に関し取得・負担す

べき金額に関する裁定方針」を定めて以降も、真剣・真摯な協議が行われてこなかった。 

 

（３）二つの課題についての検討を踏まえた着信接続料に係る規律の在り方 

前述した「ユーザ料金の低廉化」及び「事業者間の公平性の確保」という二つの課題

についての検討結果と、仮に着信接続料規制を導入した場合の規制コストを考えた場合、

次のように考えられる。 

① 着信接続料規制を導入する場合、多くの事業者については、現時点で問題が発生し

ておらず、また、ＰＳＴＮのＩＰ網への移行に伴って新たな問題が発生するとも考え

られないにもかかわらず、新たに規制を受けることになる。 

② 着信接続料規制を導入する場合、今後、大きな市場拡大が想定されない音声通信分

野について、規制対応に係る行政及び関係する全ての事業者に課されるコストに比

べて、得られる効果は個別の事業者間における問題の解消に留まり、社会全体への明

確な効果を期待できない。 

これらの点を考慮すると、現時点では、「ユーザ料金の低廉化」及び「事業者間の公平

性の確保」という二つの課題の解決のために、ＩＰ網への移行後の音声通信網に着信接

続料規制を導入することが適当とは考えられない。 

現に個別の事業者間で生じている問題については、原則に従い、まずは、当事者にお

いて協議が調うように努力することが求められる。 

総務省では、平成 24年に「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」を策定して

おり、その中で、事業者間で十分な合意が成立しない場合には、算定根拠に係る情報の

開示が望ましい旨指摘している。関係事業者においては、同ガイドラインに照らし、問
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題解決に向けて真剣・真摯に協議（必要な情報開示を含む。）を行うことが求められる。 

また、こうした努力にもかかわらず、仮に双方の合意が得られない場合には、総務大

臣の裁定や電気通信紛争処理委員会のあっせん・仲裁を申請すること等も可能であり、

これらの紛争解決に係る枠組みを活用することも考えられる 16。 

仮に、現時点では着信接続料規制の導入が適当ではないとしても、「着信ボトルネック」

に起因して不当に高額な接続料の設定が行われ得るという構造が存在することを踏ま

えれば、その解決が基本的に事業者間協議や紛争処理スキームによるとしても、今後も、

公正な競争を促進し、利用者利益を確保する観点から、着信接続料の設定について、「着

信ボトルネック」に起因して新たに問題が発生・顕在化することがないか、実態を注視

していくことが必要である。 

そのため、総務省において、必要に応じて各事業者の着信接続料の設定状況について

確認を行うとともに、問題が長期化している等の状況から必要と思われる個別の事業者

間協議の進捗状況 17について確認を行うことが適当である。その上で、問題の状況次第

では、必要に応じて検討の場を設け、改めて、規制コストとそれによる政策効果も見極

めつつ、着信接続料の適正化を図るための規制の導入の可能性も含め、必要な対応を検

討することが適当である。 

 

（４）ビル＆キープ方式についての考察 

「着信ボトルネック」に起因する問題に関する議論の中で、一部の事業者から、いわ

ゆるビル＆キープ方式の導入について提案があった。同方式は事業者間で接続料精算を

一切行わないものであり、提案事業者からは、利用者のコミュニケーション手段として

の音声通話サービスの位置づけが、通話アプリやメッセージアプリによって大きく変化

するなど、音声通話市場を取り巻く環境変化が生じている中、規制・算定・精算コスト

の抑制、自網効率化インセンティブの増大、定額制料金を含む柔軟なユーザ料金設定を

行いやすくなる等の効果が期待される旨説明されている。 

事業者間の接続協定は、事業者間の協議により定めることを基本としており、例えば、

携帯電話事業者間においては、現行制度の下でも互いに接続料精算を行わないこと（特

定の事業者間のみでビル＆キープ方式をとること）が可能である。ビル＆キープ方式を

希望する事業者においては、他事業者に対して協議を申し入れ、その理解を得る努力を

行うことが大前提となる。 

現時点においては、提案事業者の一部は、このような精算方式について他事業者との

                         
16 総務省では、前述のとおり、平成 30年に「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針」を策

定している。 
17 「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」に沿った対応状況を含む。 
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協議を開始したと説明しているが、他事業者からは、当該協議が十分進んでいるとは言

えない旨の説明があるとともに、将来的な導入可能性については否定しないものの、現

時点では導入に否定的な意見が示された。このような状況から見ても、まずは事業者間

により協議を進めていく努力がなされることが必要である。 

前述のとおり、事業者間協議の努力がなされることが基本であるが、事業者間で相互

にやりとりされる通信量や、各事業者のネットワーク構成・接続料単金には差異がある

ことから、ビル＆キープ方式の導入により事業者間の接続料精算を行わない場合、事業

者間で不公平を生じることが想定される。事業者間協議は、こうした点も踏まえて行う

必要があると考えられる。 

その上で、例えば、仮に将来的に音声通信量が大きく減少し、ビル＆キープ方式の導

入による接続料の算定・精算コストの抑制幅が、同方式導入による収支への影響を上回

るような状況となれば、事業者間協議の進展を期待し得ると考えられる。 

また、事業者だけではなく、国民利用者への配慮も必要である。ビル＆キープ方式で

は、着信事業者は通話着信に係る費用を自社の利用者から回収するため、電話利用者は

新たに着信に係る費用も負担することとなり、例えば、電話利用者に対して着信通話料

が課されること等も想定される。これは、通話の便益は発信者が受けており、発信者が

通話に係るエンド・ツー・エンドの費用を負担するという、これまでの考え方を大きく

転換するものである。 

したがって、ビル＆キープ方式を希望する事業者は、同方式の導入により、国民利用

者にとって少なからぬ影響を生じる料金設定等を行う場合には、国民利用者にどのよう

な便益と影響が生じるのかについて、電話利用者における着信に係る費用負担の方法を

含む具体の料金体系を提示するなどして、広く国民利用者の理解を得られるように努め

ることが必要である。 

こうした課題が解消し、将来的に、関係事業者間で広く協議が調い、国民利用者の理

解を得られる環境が整えば、ビル＆キープ方式の導入に当たって必要な制度的対応につ

いて検討する余地はあると考えられる。 
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第２章 ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り方（加入電話） 

１．加入電話の音声接続料の概要 

１．１．加入電話の現状 

音声通信サービスの契約数等の推移について、「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数は、平

成９年度の 6,285万加入をピークに、それ以降、減少傾向が継続しており、令和元年度

の契約数は、1,846万加入であり、前年度比で約８％減少している。一方、平成 26年度

以降、「ＩＰ電話」の利用番号数は、「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数を上回る結果とな

っている。 

（図表５ 音声通信サービスの契約数等の推移） 

 

このうち、ＮＴＴ東日本・西日本の「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数についても、減

少傾向が継続しており、令和元年度の契約数は、1,709万契約であり、前年度比で約８％

減少している。一方、令和元年度の「ひかり電話」のチャネル数は、1,850万チャネルで

あり、「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数を上回った。 
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（図表６ ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話の契約数等の推移） 

 

固定電話の音声通信量（通信回数及び通信時間）は、携帯電話やインターネットの普

及に伴い、発着信ともに減少傾向が継続している。固定電話における発着の傾向をみる

と、発信よりも着信の方が回数が多く、時間も長い傾向にある。 

総音声通信量に占める固定電話の割合について、令和元年度の固定電話発の通信回数

は約 132億回（全体の約 18％）、通信時間は約 3.6億時間（全体の約 13％）、固定電話着

の通信回数は約 278 億回（全体の約 38％）、通信時間は約 8.1 億時間（全体の約 28％）

であり、いずれも減少傾向にある。 

（図表７ 音声通信量（発信）の推移） 
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（図表８ 音声通信量（着信）の推移） 

 

ＮＴＴ東日本・西日本の交換機を経由する通信量は、通信回数・通信時間ともに減少

傾向が継続している。例えば、加入者交換機（ＧＣ交換機）を経由する通信量は、令和

２年度の通信回数は約 170億回（対前年度比約 16％減）、通信時間は約 5.1億時間（対

前年度比約９％減）となっている。 

（図表９ ＮＴＴ東日本・西日本の交換機を経由する通信量の推移） 

 

 

１．２．加入電話の音声接続料算定 

加入電話の音声接続料の算定は、平成 12年度にＬＲＩＣ方式を採用して以降、累次の
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モデル見直しを重ねつつ、ＬＲＩＣモデルを適用して実施している。 

ＬＲＩＣモデルを用いて算定する接続料原価は低廉化傾向にあり、令和３年度の接続

料原価は 898億円、前年度比約７％減となっている。 

（図表 10 接続料原価の推移） 

 

しかし、接続料原価の低廉化と比べて、音声トラヒックの減少が大きいため、平成 24

年度以降、接続料の水準は上昇を続け、令和３年度はＧＣ接続料 7.59円/３分、ＩＣ接

続料 8.91円/３分となっている。 

（図表 11 接続料の推移） 
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１．３．加入電話の音声接続料算定の在り方を巡る最近の動き 

（１）第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの策定 

情報通信審議会答申「平成 31 年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適

用の在り方について」（平成 30年 10月 16日）において、令和元年度以降の接続料算定

方式の適用期間は３年間とすることが適当とされた。また、当面の間は、ＩＰ網を前提

とした接続料原価の算定に向けた段階的な移行の時期として、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデ

ルを用いて算定した接続料により価格圧搾のおそれが生じる場合は、ＰＳＴＮ－ＬＲＩ

ＣモデルとＩＰ－ＬＲＩＣモデルの組合せへ移行の段階を進めることが適当とされた。 

同答申を踏まえ、総務省は「長期増分費用モデル研究会」を開催し、令和４年度以降

の接続料算定に適用し得る長期増分費用モデル（第９次モデル）について検討を行い、

令和２年５月に中間報告書を取りまとめた。同研究会では、第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデル

を基本としつつ、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話の双方を収容する一体的な固定電話網を

想定する等の見直しを実施し、接続ルート切替後の網構成・網機能をより反映した形で、

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを策定した。 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルに反映された主な見直し事項は、次のとおりである。 

（ア） 接続ルート切替後の網構成の反映 

第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルは、収容局（7,156局）及びコア局（100局）で構成され、

コア局で相互接続を行っていたところ、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルは、接続ルート切替

後の網構成を反映し、収容局（7,156局）、コア局（100局）及び相互接続局（東京・大

阪の２局）による構成とし、相互接続局で相互接続を行うこととした。 

（イ） モデルの回線需要として扱うサービスの見直し 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話を収容する一体的な

固定電話網をモデル化するため、メタルＩＰ電話（加入電話）、ＩＳＤＮ、公衆電話に加

えて、光ＩＰ電話をモデルの回線需要として扱うサービスとした。 

また、これまで設備共用を見込むための対象サービスとして扱ってきたＡＤＳＬ及び

ＩＳＤＮディジタル通信モードは、ＩＰ網への移行に伴い終了するため、第９次ＩＰ-Ｌ

ＲＩＣでは、設備共用を見込むための対象サービスに含めないこととした。 

（ウ） メタル回線以外の加入者回線による設備構成の想定 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、経済比較もしくはそれに相当する比較（加入者回線

の選択ロジック）により、メタル回線を光回線に置き換えることを可能とした。 
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（図表 12 「加入者回線の選択ロジック」イメージ） 

 

（エ） 公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能の考慮 

第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、緊急通報機能のうち災害による二重故障時の迂回

接続対応機能や接続先指令台の選択機能、公衆電話の課金情報の伝送方法や硬貨収納信

号の送出方法等について、モデル検討時点でＩＰ網での実現方法が確定されていないこ

とから、モデルによるこれら機能のコスト算定が困難である旨を、留意事項としていた。 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、公衆電話に係る機能については、具備すべき４機能

（① 課金テーブルをコールサーバに配信・管理する機能、② 課金情報をコールサーバ

から加入者回線収容装置に送出する機能、③ 課金情報を加入者回線収容装置から公衆

端末に送出する機能、④ 課金情報を集計・管理する機能）について必要な投資額を加算

することとした。また、緊急通報に係る機能については、裏番号直接ダイヤル規制につ

いて必要な投資額を加算するとともに、ＯＬＴ18の冗長化や方式別の設備量算定方法の

整理等を行った。 

（オ） 新たな加入者回線収容装置の採用 

第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、アナログ回線を収容する装置として音声収容装置

を、ＩＳＤＮ回線を収容する装置としてＩＳＤＮ収容交換機を収容局に設置することと

していたところ、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、新たに提案のあったアナログ回線及

びＩＳＤＮ回線を１台で収容可能な加入者回線収容装置を採用した。 

  

                         
18 Optical Line Terminal：光回線の終端装置 
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（図表 13 第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの概要） 

 

 

（２）各モデルによる接続料原価の試算結果 

既存の第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデル及び第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの２つのモデル

により、令和３年度接続料算定時と同様の入力値を用いて接続料原価を試算した結果は、

次のとおりとなった。第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルは、相互接続点が東京・大阪の２局に

集約された効果や、アナログ回線及びＩＳＤＮ回線を１台で収容可能な加入者回線収容

装置を採用した効果等により、第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルよりも約 200 億円、約 30％

の効率化が図られている。 

（図表 14 各モデルによる接続料原価の試算結果（令和３年度接続料算定ベース）） 

 第８次 
ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣ

モデル 

第８次 
ＩＰ-ＬＲＩＣ 

モデル 

第９次 
ＩＰ-ＬＲＩＣ 

モデル 

接続料原価 897.6億円 708.1億円 501.9億円 

※ 第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルについては、ＮＴＳコストの一部を接続料原価へ付け替えた場合の試算結果。 

※ 第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルについては、メタル回線を光回線とみなすロジックを適用しない場合の試算結果。 
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２．検討事項 

２．１．移行過程の接続料算定方法の適用期間について 

情報通信審議会答申「固定電話網の円滑な移行の在り方 二次答申」（平成 29年９月

27日）において、令和７年１月までにはＰＳＴＮからＩＰ網への設備移行に係る全行程

を完了させることが必要とされている。ＮＴＴ東日本・西日本の説明によれば、関係事

業者間での協議の結果、加入電話について、令和５年 1月に現在のＧＣ接続・ＩＣ接続

からＩＰ接続への接続ルート切替を開始し、令和６年 12 月に切替を完了することが予

定されている。 

（図表 15 ＩＰ網への移行工程） 

 

（図表 16 ＩＰ網への移行スケジュール） 
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このようなＩＰ網への移行予定を踏まえ、次期の加入電話の接続料算定方法の適用期

間について検討を行った。 

 

２．２．指定設備等について 

ＩＰ網への移行に伴い、加入電話の収容階梯等において、加入者交換機を転用するメ

タル収容装置、メタル収容装置の直上に設置される変換装置及び変換装置と中継ルータ

を繋ぐ伝送路設備が新たに使用される。また、ＩＰ網への移行に伴い、加入電話により、

県間通信用設備及び中間配線架（パッチパネル）が新たに使用される。 

（図表１再掲 接続ルート切替前後における設備構成） 

 

これらメタル収容装置、変換装置及び伝送路設備について、新たに指定電気通信設備

として取り扱うこと並びに加入電話により使用される県間通信用設備及び中間配線架

（パッチパネル）の取扱いについて検討を行った。 

 

２．３．移行過程の接続料の公平な接続料の算定方法について 

令和５年１月から令和６年 12月までの間は、接続ルート切替前のＧＣ接続・ＩＣ接続

と接続ルート切替後のＩＰ接続が併存する予定である。 
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（図表 17 加入電話の接続ルート切替前後における他事業者との接続形態） 

 

各接続事業者のＩＰ接続への移行は、ＮＴＴ東日本・西日本や他の接続事業者の移行

スケジュールの影響も受け、各接続事業者の判断のみでタイミングを決定できるもので

はないことから、接続ルート切替の前後で、負担が不公平とならないようにする必要性

について検討を行った。 

 

２．４．移行過程の適正な接続料算定方法について 

２．４．１．長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式の適用について 

加入電話の音声接続料の算定は、平成 12年度に長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式を採用

して以降、累次のモデル見直しを重ねつつ、ＬＲＩＣモデルを適用して実施している。

情報通信審議会答申「平成 31 年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用

の在り方について」では、加入電話について、ＩＰ網への移行後を見据えた今後の接続

料算定に用いる方法として、ＬＲＩＣ方式は有力なオプションであるとされている。 

接続料算定における適正性・公平性・透明性を確保するとともに、非効率性を排除す

る観点から、次期接続料算定方法の適用期間における加入電話の音声接続料算定に、引

き続きＬＲＩＣ方式を用いることの妥当性について検討を行った。 

また、接続ルート切替後、移行期間の加入電話により利用される県間通信用設備及び

中間配線架（パッチパネル）の利用に係る負担をどのように算定するかについても検討

を行った。 
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２．４．２．ＬＲＩＣ方式を適用する場合に利用するモデルとその適用方法について 

加入電話の音声接続料算定にＬＲＩＣ方式を用いる場合、接続ルート切替前の網構成

に対応したモデルとしてＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル、切替後の網構成に対応したモデル

としてＩＰ-ＬＲＩＣモデルが利用可能であるところ、ＩＰ網への移行の段階を踏まえ、

どのようにモデルを適用するべきかについて検討を行った。 

 

２．４．３．ＬＲＩＣ方式を適用する場合の入力値等について 

令和５年１月から令和６年 12月までの間は、接続ルートの切替が進められ、トラヒッ

クは順次ＰＳＴＮからＩＰ網に移行するところ、加入電話の音声接続料算定に用いるト

ラヒックをどのように定めるべきかについて検討を行った。また、その他の入力値等に

関して、ＩＰ網への移行等を踏まえて考慮すべき事項があるかについて検討を行った。 

 

２．４．４．価格圧搾のおそれへの対応について 

令和元年度から令和３年度の加入電話の接続料算定においては、ＩＰ網を前提とした

接続料原価の算定に向けた段階的な移行の時期として、まずはＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデ

ルにより接続料を算定し、これにより価格圧搾のおそれが生じる場合等には、ＰＳＴＮ

-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-ＬＲＩＣモデルの組合せへ移行を進めることとしている（ＬＲ

ＩＣ検証）。この際、価格圧搾のおそれについては、スタックテストの指針に基づく方法

で利用者料金と接続料を比較し、両者の差分が他律的要因によらずに営業費相当基準額

未満となるかどうかにより判断を行うこととしている。 

（図表 18 スタックテスト及びＬＲＩＣ検証の概要） 
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次期接続料算定方法の適用期間において、価格圧搾を回避するために、どのような対

応をとることが適当かについて検討を行った。 

 

２．４．５．ＮＴＳコストの扱いについて 

ＮＴＳコスト 19のうち、「き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路 20コスト」については、接続料へ

の影響、またユニバーサルサービス制度における補填対象額への影響を踏まえ、平成 20

年度以降、接続料原価への付替えを実施している。 

（図表 19 接続料原価におけるＮＴＳコストの段階的付替えの割合） 

 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 

ＮＴＳコスト 20％控除 40％控除 60％控除 

 

 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度～ 

き線点ＲＴ－

ＧＣ間伝送路

コスト 

40％算入 60％算入 80％算入 100％算入 

その他のＮＴ

Ｓコスト 
80％控除 100％控除   

次期接続料算定方法の適用期間において、ＮＴＳコストの接続料原価への付替えをど

のように扱うべきかについて検討を行った。 

 

２．４．６．東西均一接続料の扱いについて 

これまで、ユーザ料金の地域格差が生じることへの懸念から東西均一接続料の維持に

係る社会的要請があるとして、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本の加入電話の音声接続料に

ついて同額とする扱いが採られてきた。 

加入電話の音声接続料算定において暫定的に継続している東西均一の接続料設定に

ついて、次期接続料算定方法の適用期間において、どのように対応することが適当か

について検討を行った。  

                         
19 Non Traffic Sensitive Cost：通信量に依存しない固定的な費用。回線数によって増減する費用であり、

一般に加入者回線に依存する費用を指す。 
20 き線点ＲＴ（Feeder Remote Terminal：き線点遠隔収容装置）とＧＣ（Group unit Center：加入者交換

機）間の伝送路のうち、ＲＴ局（遠隔収容装置設置局）とＧＣ局（加入者交換機設置局）間に設置される伝

送路。 
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３．主な意見 

３．１．移行過程の接続料算定方法の適用期間について 

① 事業者意見 

 令和４年４月から令和６年 12月までを適用期間とすべき。 

・ 移行期特有の設備構成やサービス提供の実態を踏まえた対応が必要となることを

踏まえれば、固定電話のＩＰ網への移行を予定している令和４年４月から令和６年

12月までを適用期間とすることが適切。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 加入電話着信の切替は令和５年１月開始の予定だが、ひかり電話もＰＳＴＮ接続区

間の原価はＬＲＩＣ算定であり、かつ、令和４年４月以前にＩＰｰＰＯＩへ切替が可

能であるため、移行過程のＰＳＴＮ網を令和４年４月から令和６年 12 月までと定

義することは妥当。【ＫＤＤＩ】 

・ ＩＰ網への移行は令和６年 12 月に終了する予定であり、また、ＩＰ網への移行後

は、メタルＩＰ電話とひかり電話は同一の接続料として算定される方向であること

から、加入電話に係る次期接続料の適用期間は、移行スケジュールが大幅に変更と

ならない限りにおいては令和４年４月から令和６年 12 月までとすることで問題な

い。【ソフトバンク】 

 

３．２．指定設備等について 

① 事業者意見 

 メタル収容装置、変換装置、変換装置と中継ルータを繋ぐ伝送路設備を第一種指定

電気通信設備として取り扱うべき。 

・ 基礎的電気通信役務との接続に必要不可欠な設備であることから、接続ルート切替

後に利用されるメタル収容装置、変換装置及び変換装置と中継ルータを繋ぐ伝送路

設備を第一種指定電気通信設備として取り扱うべき。【ＫＤＤＩ、ソフトバンク】 

 

 県間通信用設備について新たな規制は不要。中間配線架は非指定設備として取り扱

うことが適当。 

・ 音声通信に係る県間通信用設備は、当社と他事業者の双方が設備を互いに準備し、

相互に利用し合うものであるため、当社にのみに規制を課す理由はない。【ＮＴＴ東

日本・西日本】 

・ 県間接続料については、水準等の条件を自主的に公表することで、他事業者におい

て自社の県間通信用設備との比較等、確認を行うことを可能とし、適正性・公平性・

透明性を確保する考えであり、新たな規制は不要。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 中間配線架は、当社との接続のみならず、他事業者間の接続にも利用されること、

当社との接続において不可避的に利用される設備ではないことを踏まえれば、非指
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定設備として取り扱うことが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 県間通信用設備、中間配線架とも、ひかり電話と同様に「第一種指定電気通信設備

との接続を円滑に行うために必要なもの」として位置づけることが必要。 

・ 県間通信用設備及び中間配線架（パッチパネル）は、当該機能を利用することなく

第一種指定電気通信設備との接続することは不可能であることから、「第一種指定

電気通信設備との接続を円滑に行うために必要なもの」として位置づける必要があ

る。【ＫＤＤＩ】 

・ 加入電話においてもＩＰ網移行後は、ひかり電話と同様に、県間通信用設備及び中

間配線架（パッチパネル）を不可避的に使用することとなり、その利用にあたって

は、適正性、公平性、透明性を担保する必要があるため、「第一種指定電気通信設備

との接続を円滑に行うために必要なもの」と位置づけることが適切。【ソフトバン

ク】 

 

３．３．移行過程の接続料の公平な接続料の算定方法について 

① 事業者意見 

 移行前のＧＣ接続・ＩＣ接続及び移行後のＩＰ接続について全て単一の料金とすべ

き。 

・ ＩＰ接続への切替については、全事業者で計画的に進めるために一定期間を要する

ものであり、切替時期によって事業者毎の負担に差が生じないようにする必要があ

ることから、固定電話接続料についても、ひかり電話接続料と同様、ＰＯＩによら

ず単一の接続料を設定することが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 段階的な接続ルート切替えの工程を接続料算定において反映することは現実的で

ない。また、ＮＴＴ東日本・西日本のメタル電話加入者への発着呼について、ＩＰ

-ＰＯＩ切替後のトラヒックの移行元がＩＣ接続・ＧＣ接続のいずれであったのか

を呼ごとに識別する方法がない。したがって、移行過程の接続料算定については、

ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話との発着呼の接続料はＩＣ接続・ＧＣ接続・ＩＰ

接続で統合した単金とするべき。【ＫＤＤＩ】 

・ ＰＳＴＮ経由・ＩＰ経由で同一単金とすることは、ＮＴＴ東日本・西日本が相互接

続する対向事業者側にも求められるため、双務的な扱いと言える。【ＫＤＤＩ】 

・ ＰＳＴＮ経由・ＩＰ経由で同一単金とすることは、切替タイミングの違いによる公

平性確保の観点とも整合する。【ＫＤＤＩ】 

・ 接続ルート切替後のＩＰ接続においては、切替前の接続ルートがＧＣ接続かＩＣ接

続かによらずＩＰ接続のみとなるため、切替前の接続ルートを識別することは困難

であり、また識別する必要性もない。したがって、移行過程において、ルート切替

前後における負担の公平性の観点からは、ＧＣとＩＣで単金を分けるのではなく、

切替前（ＧＣ/ＩＣ接続）及び切替後（ＩＰ接続）で、全て単一で料金を設定するこ
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とが適当。【ソフトバンク】 

 

 ＧＣ接続・ＩＣ接続はトランクポート関連費用も含めた上でＩＰ接続と単一料金化

すべき。 

・ ＩＰ接続とは異なり、ＩＣ接続・ＧＣ接続ではトランクポート費用・ ＧＣ接続中継

伝送専用型、回線工事費が網使用料となることから、ＩＰ接続との公平性担保のた

め、これらの費用も従量接続料コストに含めて議論する必要がある。【ＫＤＤＩ】 

・ 接続ルート切替後のＩＰ接続機能は、ＧＣ接続・ＩＣ接続コストのほか、現行固定

費となっているトランクポート関連費用も反映し単価を算定するものと認識。【ソ

フトバンク】 

 

３．４．移行過程の適正な接続料算定方法について 

３．４．１．長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式の適用について 

① 事業者意見 

 ＬＲＩＣ方式をベンチマークとした更なる経営効率化は困難。 

・ ＬＲＩＣ方式を適用してきた目的は、ベンチマークを設定することで、ＮＴＴ東日

本・西日本の経営効率化を促し、競争促進を図ること。これまで果断のコスト削減

に取り組んできたものの、ＰＳＴＮの設備は技術革新が見込めず、これ以上のコス

ト削減は限界に近づき、更なる経営効率化を進めることは困難。接続料規制の目的

の転換が必要。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 非効率性排除の観点からＬＲＩＣ方式を適用することが適当。 

・ 非効率性排除の観点から、ＬＲＩＣ方式の適用が引き続き必要。ＬＲＩＣ方式の適

用は、現行の原価算定及びＩＰ移行後のメタルＩＰ電話の原価算定の方向性とも整

合する。【ＫＤＤＩ】 

・ 移行過程において、ＮＴＴ東日本・西日本の実網で加入者交換機をメタル収容装置

として流用する方式を採用すること自体を否定するものではないが、ＮＴＴ東日

本・西日本提案の算定方式は第９次モデル検討の過程でＬＲＩＣモデルとしては否

定された方式であり、非効率性の排除の観点から、第９次モデルで採用された方式

で原価算定すべき。【ＫＤＤＩ】 

・ ＩＰ網への移行期においては新旧設備が併存することから非効率性が生じやすい

と考えられるが、実際費用方式においてはそのような非効率性を排除するインセン

ティブが働かず、単価が高止まりする懸念がある。ＬＲＩＣ方式は「通常用いるこ

とができる高度で新しい電気通信技術を利用した効率的なものとなるように新た

に構成するものとした場合」の費用等を用いて接続料を算定する方式であり、非効

率性も排除されることから、一定の合理性がある。【ソフトバンク】 
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 県間通信用設備に係る負担は、ＮＴＴ東日本・西日本の調達価格を勘案して算定す

べき。 

・ 県間通信用設備に係る負担はＮＴＴ東日本・西日本の活用業務による調達であるこ

とから、調達価格を勘案して算定すべき。【ＫＤＤＩ】 

 

 県間通信用設備に係る負担は、ＬＲＩＣ方式かひかり電話の算定方法（実際費用方

式）により算定すべき。 

・ 県間通信用設備に係る負担は、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルで考慮されていること

からＬＲＩＣ方式で算定することで問題ないが、ひかり電話において第一種指定電

気通信設備の接続料に準じて算定された県間通信用料金を適用することも一案。

【ソフトバンク】 

 

 中間配線架に係る負担は、ひかり電話の算定方法（実際費用方式）により算定する

ことで問題ない。 

・ 中間配線架に係る負担は、ＬＲＩＣ方式・実績原価方式のいずれの方法による算定

も考えられるが、ひかり電話との共用設備であるため、ひかり電話の算定方法も勘

案して判断すべき。【ＫＤＤＩ】 

・ 中間配線架に係る負担は、現状ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは考慮されていない上、負担

規模も小さく、また既にひかり電話において第一種指定電気通信設備の接続料に準

じて算定されていることから、ひかり電話で利用される場合と同じ料金を適用する

ことで問題ない。【ソフトバンク】 

 

② 委員意見 

 ＬＲＩＣモデルの目的は、競争を機能させるための接続料・コストを算定すること。 

・ ＬＲＩＣモデルの政策側から見た運用目的は、競争を機能させるために、どのよう

な接続料設定が必要であるか、そのベースとなるコストがどれだけか、を明瞭にす

ること。 

 

 移行過程であまり急激な変化が起きてしまうのは望ましくない。 

・ 移行過程であまり急激に過激な変化が起きてしまうのは望ましくないと思うので、

ＬＲＩＣ方式を踏襲することが適当。 

 

 

 



 

44 

 

３．４．２．ＬＲＩＣ方式を適用する場合に利用するモデルとその適用方法について 

（１）第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの併用 

① 事業者意見 

 設備単位で接続料を設定することが望ましい。 

・ 設備ごとの網機能の単位コストが明確となることで同等性・透明性が確保されるこ

とから、ＩＰ網移行に係るひかり電話の設備と同様に、加入電話のＩＰ網切替後に

おいても各設備単位に接続料を設定することが望ましい。【ソフトバンク】 

 

 接続料は実際に利用する機能単位で設定することが適当。 

・ ＩＰ網では設備単体では機能せず、事業者が利用できないため、接続料の設定単位

は、実際に利用する機能単位とすることが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 接続ルート切替前の機能は、現在ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルで算定している機能が

考えられる。接続ルート切替後の機能は、ＩＰ接続機能に集約される。 

・ 接続ルート切替前の機能は、現在ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルで算定している機能が

考えられる。接続ルート切替後においては、ＧＣ接続機能等は現行固定費となって

いるトランクポート関連費用を含め、コスト・需要ともにＩＰ接続ルートに集約さ

れる。【ソフトバンク】 

 

 ＰＳＴＮ側とＩＰ側を組み合わせて算定することが適当。 

・ ひかり電話の接続料と同じく設備構成や提供の実態及び移行スケジュールを踏ま

えた算定方法とすることが必要であり、ＰＳＴＮ・ＩＰ網を併用する算定方法とす

ることが必須。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-ＬＲＩＣモデルを組み合わせて算定することが

適当。 

・ 本質的にはＰＳＴＮ-ＰＯＩとＩＰ-ＰＯＩの両方を有する1つの網を用いることが

適切だが、実際にはそのようなＬＲＩＣモデルが存在しないため、代替として、Ｐ

ＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-ＬＲＩＣモデルを組み合わせて算定することが適

当。【ＫＤＤＩ】 

 

 ＩＰ-ＬＲＩＣモデルのみにより算定することが適当。 

・ ＬＲＩＣ方式は「通常用いることができる高度で新しい電気通信技術を利用した効

率的なものとなるように新たに構成するものとした場合」の費用等を用いて接続料

を算定する方式であること、また、ＩＰ網移行後に向けた接続料の円滑かつ着実な

低廉化の実現や、規制コスト・算定コストの軽減を図る観点から、第９次ＩＰ-ＬＲ
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ＩＣモデルのみを用いて機能を集約して接続料を算定することが適当。【ソフトバ

ンク】 

 

 組み合わせ比率は実際の移行工程・スケジュールに準じて決定すべき。 

・ 実際の移行工程・スケジュールに準じた組み合わせ比率により、ＰＳＴＮの単金と

ＩＰ網の単金を加重平均すべき。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 組み合わせ比率は線形的なトラヒック移行を仮定して決定すべき。 

・ ＩＰ-ＰＯＩ移行比率は実績に基づく将来予測が困難であることから、移行期間中

に線形にトラヒックが移行する等、モデルで仮定する方法が考えられる。【ＫＤＤ

Ｉ】 

・ 仮にＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-ＬＲＩＣモデルを組み合わせて接続料を算

定する場合、算定の簡素化等の観点から、毎年度一定程度着実に単価が低廉化する

方式として、例えばＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより各々算

定した接続料を、初年度は３：１、次年度は２：２、最終年度は１：３の割合で組

み合わせること等が考えられる。【ソフトバンク】 

 

 第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル及び第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを利用すること

が適当。 

・ 利用するＬＲＩＣモデルについては、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル及び第９次

ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを利用することが妥当。【ＫＤＤＩ】 

・ 第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルのみを用いて接続料を算定することが適当。ＰＳＴＮ

特有でＩＰ-ＬＲＩＣモデルに集約できないと判断される機能がある場合は、切替

前の呼のみに個別適用する前提で、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルにて算定した

値を使用することが考えられる。なお、仮にＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-ＬＲ

ＩＣモデルを組み合わせる際は、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル及び第９次ＩＰ-

ＬＲＩＣモデルを利用する認識。【ソフトバンク】 

 

② 委員意見 

 設備単位でコストを把握することは重要。 

・ ボトムアップの積み上げで、どのような設備にどれだけのコストがかかっているか

をしっかりと把握することは、接続制度として大事なポイント。 

 

 組み合わせ比率にトラヒックを用いることは一つの考え方。 

・ 移行過程の接続料を加重平均により単一にする方法については議論が必要であり、

組み合わせ比率にトラヒックを用いることは一つの考え方。また、スムーズに移行

できるようにすることもポイントの一つ。 
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 円滑な移行が重要であり、この点については全事業者の意見が合っていると思う。 

・ 今回のテーマは移行期間であり、円滑な移行ということに関して、おそらく全ての

事業者の意見が合っていると思う。実態をきちんと踏まえて算定していくという主

張もあったが、重要なことは円滑な移行であり、その前提で細かい点までの強い主

張はないと感じた。 

 

（２）第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにおける加入者回線の取扱い 

① 事業者意見 

 第９次ＩＰモデルではアクセス回線の光回線みなしの適用を検討してもよいので

はないか。 

・ 第９次ＩＰｰＬＲＩＣモデルを利用する際には、長期増分費用モデル研究会での検

討結果も踏まえ、アクセス回線の光回線代替の適用を検討してもよいのではないか。

【ＫＤＤＩ】 

 

 アクセス回線はメタル回線として費用算定すべき。 

・ ＩＰ網をベースとする算定方法として、仮にＩＰモデルを用いたＬＲＩＣ方式を採

用する場合であっても、アクセス回線は実態に則したメタル回線で算定すべき。令

和２年度末時点で約 1,500万回線残っているメタル回線について、現時点でアクセ

スマイグレーションを実施する予定はなく、仮に実施するとしても、光基盤の整備・

工事やユーザ移行に多大なコスト・期間を要するため、即時に実現することは不可

能。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

② 委員意見 

 第９次ＩＰｰＬＲＩＣモデルでアクセス回線の光回線みなしを行うことには無理が

ある。 

・ ＬＲＩＣモデルの実装においては、ＮＴＴ東日本・西日本にとって到達不能なほど

理想的なモデルをつくってきた訳ではなく、ある程度実態は見てきたという経緯が

ある。アクセス回線についてはまだメタルが圧倒的に多いという中で、第９次ＩＰ

-ＬＲＩＣモデルでアクセス回線の光回線みなしを行うと整理することはやや苦し

いのではないか。 

 

 今後ある程度ＩＰ網への移行が進んだ段階で、改めて、アクセス回線の光回線みな

しの導入に向けた議論をすべき。 

・ 利用可能な技術を用いて効率的なネットワークを構築した場合に実現できるコス
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トを算定するというＬＲＩＣモデルの考え方はしっかり理解しておくべき。次期接

続料算定方法の適用期間では、移行が始まる段階という特別な状況を考慮してメタ

ル回線に基づき接続料を算定するとしても、今後ある程度ＩＰ網への移行が進んだ

段階で、改めて、アクセス回線の光回線みなしをどのように導入していくか議論す

べき。 

 

 アクセス回線の光回線みなしについては、ＮＴＳコストへの影響等も含めて検討し

なければならない。 

・ アクセス回線を光回線化したモデルを用いると、それにより基本料相当のＮＴＳコ

ストも影響を受ける可能性がある。仮にＮＴＳコストが上がる場合は、ユニバーサ

ルサービスに要するコストとしての取扱いとの関係等も検討しなければならない。 

 

（３）第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルによる公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能

の費用算定 

① 事業者意見 

 ＩＰモデルでは緊急通報・公衆電話の機能が未実装。 

・ ＩＰモデルについては、緊急通報・公衆電話等の不可欠なサービスがモデルに実装

されていないことに対する方策についても追加的に検討することが必要。【ＮＴＴ

東日本・西日本】 

 

 第９次ＩＰモデルでは緊急通報・公衆電話の機能が具体的にモデル化されている。 

・ 第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデル検討においては詳細

化に至らなかった「緊急通報」と「公衆電話」の機能が具体的にモデル化されてお

り、費用算定モデルとして採用可能なレベルに達していると考えられる。【ＫＤＤ

Ｉ】 

 

② 委員意見 

 公衆電話の硬貨収納信号の送信等を光回線の中でも実現するということには少し

疑問がある。 

・ 長期増分費用モデル研究会における緊急通報・公衆電話の機能に係る議論は、改修

に必要と見込まれるソフトウェア費用を積み上げて費用算定するというものであ

った。公衆電話について、災害時の無料開放されている際の利用が多いことを踏ま

えると、公衆電話の硬貨収納信号の送信等を億単位の開発費をかけて光回線の中で

も実現するということには少し疑問がある。ただし、まだ今後の実際の見通しがな

い中では、モデルによりソフトウェア費用を積み上げて費用算定することに賛成す

る。 
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（４）ＩＰ網への移行の進展を考慮した償却済み比率を用いた補正の適用 

① 事業者意見 

 償却済み比率による補正は、移行後のＩＰ網の費用算定に適用する必要はない。 

・ 償却済み比率による補正は、最新の需要に応じた設備を新たに構築するというＬＲ

ＩＣ方式の前提とは相容れない考え方によるものであり、取り止めるべき。ＩＰ網

への移行の進展を考慮してＰＳＴＮの費用算定に適用されている償却済み比率に

よる補正は、移行後のＩＰ網の費用算定においては適用する必要はない。【ＮＴＴ東

日本・西日本】 

 

３．４．３．ＬＲＩＣ方式を適用する場合の入力値等について 

（１）通信量の取扱い 

① 事業者意見 

 ＰＳＴＮ、ＩＰ側に各々入力する通信量は、切替前後の全通信量とすべき。 

・ ＰＳＴＮ、ＩＰ網のそれぞれについて、総トラヒックに基づき各々の原価を算定す

べき。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル・ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを加重平均化する方法を採用する

場合は、切替前後の全トラヒックを用いることが論理的に妥当。【ＫＤＤＩ】 

・ 利用モデルがＩＰ-ＬＲＩＣ単体の場合又はＰＳＴＮ-ＬＲＩＣとＩＰ-ＬＲＩＣを

組み合わせる場合のいずれにおいても、各モデルに接続ルート切替前後の全トラヒ

ックを用いることが適当。【ソフトバンク】 

 

（２）通信量の予測 

① 事業者意見 

 「当年度上期＋当年度下期の予測通信量」を使用すべき。 

・ 接続料については、適用年度に要したコストを適切に回収するものであるという観

点から、現行の予測期間（前年度下期＋当年度上期）のように適用年度と異なる期

間ではなく、適用年度と同一期間の予測需要を用いて算定することが適切。【ＮＴＴ

東日本・西日本】 

 

 「前年度下期＋当年度上期の予測通信量」の使用を継続すべき。 

・ ＩＰへの移行期間においてはマイライン廃止といったサービス移行等に伴うトラ

ヒックの変動が大きく、予測が困難になることが想定されるため、仮に全て予測ト
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ラヒックを使用する場合、予測値と実績値の乖離が大きくなる可能性がある。従来

どおり一部実績値を用いる現行の「前年度下期と当年度上期の予測通信量」の使用

を継続することが妥当。【ソフトバンク】 

 

 「前年度下期＋当年度上期の予測通信量」を超える長期の予測をすべきではない。 

・ 移行過程の期間は令和６年１月にＮＴＴ東日本・西日本がマイラインを廃止するこ

とにより大きくトラヒック交流が変動する可能性が高く、トラヒック予測の誤差が

大きくなることが予想される。予測誤差の影響を極力抑制するため、少なくとも現

行の「前年度下期と当年度上期の予測通信量」を超える長期の予測通信量を使用す

べきではない。【ＫＤＤＩ】 

 

② 委員意見 

 予測期間を延ばす必要はなく「前年度下期＋当年度上期の予測通信量」の使用を継

続すべき。 

・ 当年度上期に加えて当年度下期を新たに予測期間に加える必要性は特に考えられ

ず、コロナの影響でこれまでとトラヒックの傾向が変わってくるところもあるため、

予測期間を延ばすことが必要とは思えない。 

 

３．４．４．価格圧搾のおそれへの対応について 

① 事業者意見 

 固定電話市場では価格圧搾による競争阻害は発生せず、スタックテストの必要性の

検討が必要。 

・ 他事業者も固定電話事業から撤退・縮退する等、既に競争のない固定電話市場にお

いて、不当な競争・価格圧搾による競争阻害は発生しない。社会政策としてユーザ

料金を抑制する必要があるのであれば、ユニバーサルサービス制度等、社会全体で

固定電話を支えていく仕組みで対応するものと考える。また、音声単独以外のサー

ビスへの移行が進み、「サービスの需要が減退」していることから、固定電話におけ

るスタックテストの必要性の検討が必要。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 価格圧搾の回避手段の確保は重要。 

・ 令和６年１月のメタルＩＰ電話移行後は「全国一律8.5円/３分にユーザ料金改定」

「県外・国際の料金設定がＮＴＴ東日本・西日本に移行」という大きな変更となり、

価格圧搾の回避手段の確保の重要性はこれまで以上に増す。【ＫＤＤＩ】 

・ 固定電話は加入者数が減少しているものの、依然として信頼性の観点からも国民の

重要な通信手段として利用者利便性の確保が必要。したがって、価格圧搾による不

当な競争から利用者不利益が生じないよう、引き続き適切な措置を講ずることが適



 

50 

 

当。【ソフトバンク】 

 

 スタックテストでの自己資本利益率の調整等による補正が考えられる。 

・ 第８次モデルで用いられたＬＲＩＣ検証の他に、それ以前に用いられた方法（スタ

ックテストでの自己資本利益率の調整等）を採用する案もある。【ＫＤＤＩ】 

・ 「接続料の算定に関する研究会 一次報告書」（平成 29年９月）にあるとおり、上

限規制の対象となっている自己資本利益率の調整等を行うことが考えられる。【ソ

フトバンク】 

 

 ＬＲＩＣ検証での対応方法であるモデルの組み合わせ比率による補正は必要ない。 

・ 少なくともＬＲＩＣ検証は、価格圧搾の防止という意味でスタックテストとなんら

その目的が変わらないことから、必要ない。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

② 委員意見 

 加入電話について、市場競争が継続しているという点が極めて重要。 

・ 加入電話について、需要が十分縮退していないというだけではなく、市場競争が継

続しているという点も極めて重要。 

 

３．４．５．ＮＴＳコストの扱いについて 

① 事業者意見 

 原則としてＮＴＳコストの付替えを行うべきではない。 

・ ＮＴＳコスト付替えに関しては従前のとおり否定的だが、これまでの整理を踏まえ

て継続することは一般論としては想定の範疇。【ＫＤＤＩ】 

・ ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルを組み合わせて適用する場合、「き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送

路」に係るコストについては、原則としてユーザ基本料金で回収すべき。【ソフトバ

ンク】 

 

 発生するコストは適切に回収できるようにすべきだが、ユーザ料金値上げ等は容易

ではないため、検討が必要。 

・ ＮＴＳコストを含め、発生するコストは適切に回収できるようにする必要があるが、

ＮＴＳコストを接続料原価に算入した経緯を踏まえると、直ちにユニバーサルサー

ビス基金制度の見直しやユーザ料金値上げを行うことは容易ではないことから、検

討が必要。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 ＩＰｰＬＲＩＣモデルでは、ＮＴＳコストの付替えは不要。 
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・ ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、「き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路」に相当する区間は集線区間

となり、はじめからＴＳコストに含まれているため、ＩＰ-ＰＯＩへの移行が進みＩ

Ｐ-ＬＲＩＣに全トラヒックの移行が完了すれば、ユニバーサルサービスコストの

増大を抑制するための特別の措置（ＮＴＳコストの付替え）自体が不要となる認識。

【ＫＤＤＩ】 

・ ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにおいては「き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路」がないため、コスト

の付替えは生じないと認識。【ソフトバンク】 

 

 ＩＰ網への移行後もＮＴＳコストは発生するため、その扱いの検討が必要。 

・ ＩＰ網への移行に際し、コスト低廉化の観点から、既存のメタル回線や加入者交換

機（メタル収容装置）等を活用するものであり、ＩＰ網への移行後もＮＴＳコスト

は変わらず発生することから、その扱いについて検討が必要。【ＮＴＴ東日本・西日

本】 

 

３．４．６．東西均一接続料の扱いについて 

① 事業者意見 

 東西別接続料とする場合は、市場や利用者への影響を踏まえた検討が必要。 

・ 現行制度を見直し、地域別料金等を導入する場合には、市場や利用者への影響を踏

まえた観点からの検討が必要。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 本来は東西別接続料とすべきだが、これまでの経緯を踏まえ東西均一接続料とする

ことも考えられる。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本は別会社のため、本来は東西別の接続料を設定すべきと考え

るが、これまでの経緯を踏まえ、東西均一の接続料設定を継続することも考えられ

る。【ＫＤＤＩ】 

 

 社会的要請を踏まえ、東西均一接続料を継続することで問題ない。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本がそれぞれ個別に接続料を設定することとした場合にユーザ

料金の地域格差が生じることへの懸念から、これまで社会的要請があるとして東西

均一接続料が採用されてきたが、その状況に変化が生じているとは考えられないこ

とから、引き続き東西均一接続料で問題ない。【ソフトバンク】 

 

② 委員意見 

 東西均一接続料を継続することでよい。 

・ 東西均一接続料について、特にＮＴＴ西日本については原価割れ状態での接続料の
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設定を求めているという厳しさがあるが、国会において東西均一接続料の附帯決議

がなされているという点も非常に重い。加えて、ユニバーサルサービスとしての加

入電話に格差を設けることについての配慮という観点からも、20％という閾値をあ

まり厳格に捉えず、今までを踏襲することでよいのではないか。 

 

 東西別接続料への是正については、引き続き状況を注視していくべき。 

・ 東西別接続料への是正については、ＩＰ網への移行完了後を見据え、引き続き状況

を注視していくべき。 
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４．考え方 

４．１．移行過程の接続料算定方法の適用期間について 

令和５年 1月に現在のＧＣ接続・ＩＣ接続からＩＰ接続への接続ルート切替を開始し、

令和６年 12 月に切替を完了するというＩＰ網への移行予定を踏まえれば、現行の接続

料算定方法の適用が終了する令和４年４月以降の加入電話の音声接続料算定方法は、Ｉ

Ｐ網への移行過程に対応した方法をとることとし、その適用期間は、ＩＰ接続への接続

ルート切替の完了が予定されている令和６年 12月までとすることが適当である。 

 

４．２．指定設備等について 

ＩＰ網への移行に伴い、加入電話の収容階梯等において、加入者交換機を転用するメ

タル収容装置、メタル収容装置の直上に設置される変換装置及び変換装置と中継ルータ

を繋ぐ伝送路設備が新たに使用される。加入者回線との一体性を踏まえれば、これらの

設備を新たに第一種指定電気通信設備として指定すべきである。 

ＩＰ網への移行に伴い加入電話により新たに使用される県間通信用設備については、

第一種指定電気通信設備と一体的に利用されるという不可避性に鑑みて、移行期間のひ

かり電話により利用される県間通信用設備と同様に、まずは「第一種指定電気通信設備

との接続を円滑に行うために必要なもの」として位置づけるべきである。なお、県間通

信用設備については、第３章「ＩＰ網への移行を踏まえた接続制度の在り方」を踏まえ、

所要の制度的措置を行うことが適当である。 

ＩＰ網への移行に伴い加入電話により新たに使用される中間配線架（パッチパネル）

については、使用に係る負担や条件の適正性、公平性、透明性を担保する観点から、移

行期間のひかり電話により利用される中間配線架（パッチパネル）と同様に、「第一種指

定電気通信設備との接続を円滑に行うために必要なもの」として位置づけるべきである。 

 

４．３．移行過程の公平な接続料の算定方法について 

（１）接続ルート切替前後での加入電話発着信に係る接続料等の単一化 

加入電話の接続ルート切替は、接続事業者の判断のみによるタイミングでの実施や、

全接続事業者による一斉のタイミングでの実施を行えるものではなく、事業者間で切替

開始時期の重複を避ける等のスケジュール調整を行った上で、令和５年１月から令和６

年 12月までの間に順次実施することが予定されている。 

このことを踏まえれば、接続ルート切替前後の公平性を担保する観点から、加入電話

の発着信について、接続ルート切替前後で発着信に係る接続料等の負担を単一とするこ
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とが適当である。 

 

（２）接続ルート切替前の加入電話発着信に係る接続料の単一化 

接続ルート切替前の加入電話の発着信は、ＰＳＴＮでの呼の疎通形態に着目すると、

ＩＣ-ＰＯＩ経由での発着信、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送専用機能の使用なし）での発

着信、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送専用機能の使用あり）での発着信に分類される。接続

において、使用した機能に対応した接続料等を負担するという原則に基づけば、これら

３形態での発着信における接続料等の負担は、現行の規定と同様に、疎通形態毎に算定

することとなる。 

他方、接続ルート切替後の加入電話の発着信は、ＩＰ-ＰＯＩ経由での発着信に一本化

され、当該発着信を、接続ルート切替前のＩＣ-ＰＯＩ経由、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝

送専用機能の使用なし）、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送専用機能の使用あり）のいずれか

の発着信に対応付けることも困難である。したがって、接続ルート切替前後での接続料

等の負担単一化を前提とすれば、当該単一化の過程で算定する接続ルート切替前の３形

態での発着信における接続料等の負担を、ＩＰ網への移行期間であることに伴う特例的

な扱いとして、単一とすることが考えられる。 

この点について、ＮＴＴ東日本・西日本からは、ＰＯＩによらない単一接続料を設定

することが適当、ＫＤＤＩ及びソフトバンクからは、切替前（ＧＣ/ＩＣ接続）及び切替

後（ＩＰ接続）で全て単一料金を設定することが適当との意見があった。 

これらの点を踏まえれば、移行期間中に限定して、接続ルート切替後のＩＰ-ＰＯＩ経

由での加入電話の発着信に係る負担を単一化する場合には、円滑な移行を図る観点から、

その過程で算定する接続ルート切替前のＩＣ-ＰＯＩ経由、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送

専用機能の使用なし）、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送専用機能の使用あり）での加入電話

への各着信における接続料の負担を単一とすることが適当である。 

なお、接続ルート切替前の３形態での加入電話の発着信における接続料等の負担を単

一化する方法としては、ＩＰ網へ移行開始前の網構成との対応をとる観点から、各形態

で使用する機能毎の接続料の合算値及び各形態のトラヒック割合等を踏まえて加重平

均をとることが適当である。 

 

（３）接続ルート切替前の占有トランクポート関連機能及び中継伝送専用機能に係る接

続料の取扱い 

接続ルート切替後、加入電話のＩＰ-ＰＯＩ経由の発着信においては、端末回線収容機

能、中継伝送機能、中継系ルータ交換機能、県間伝送機能、相互接続系ルータ交換機能

（いずれも仮称）が用いられる。 
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これに対して、接続ルート切替前、加入電話のＩＣ-ＰＯＩ経由の発着信においては、

加入者交換機能、加入者交換機回線対応部共用機能、中継伝送共用機能、中継交換機回

線対応部共用機能、中継交換機能、中継交換機回線対応部専用機能、中継交換機接続用

伝送装置利用機能が、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送専用機能の使用なし）の発着信におい

ては、加入者交換機能、加入者交換機回線対応部専用機能が、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝

送専用機能の使用あり）の発着信においては、加入者交換機能、加入者交換機回線対応

部専用機能、中継伝送専用機能が各々用いられる。 

（図表 20 接続ルート切替前の接続機能） 

 

加入電話の各形態での発着信について、接続に係る負担を単一とする場合、当該接続

に係る単一化前の負担の算定単位を揃えることが必要である。 

接続ルート切替後のＩＰ-ＰＯＩ経由での加入電話の発着信に係る負担は、接続に使

用される各機能の内容を踏まえると、トラヒック単位での算定が考えられる。 

他方、接続ルート切替前の３形態での加入電話の発着信で用いられる機能は、現行の

制度上、基本的にトラヒック単位で接続料が算定されているが、中継交換機回線対応部

専用機能、加入者交換機回線対応部専用機能及び中継交換機接続用伝送装置利用機能

（以下、これらの機能をまとめて「占有トランクポート関連機能」という。）並びに中継

伝送専用機能は、回線単位で接続料が算定され、接続事業者による個別負担とされてい

る。 

以上を踏まえて、占有トランクポート関連機能及び中継伝送専用機能に係る接続料の

算定単位の設定について検討した。 

占有トランクポート関連機能は、加入電話接続料算定へのＬＲＩＣ方式導入当初、平

成 12年度から 16年度にかけては、接続に不可避的に発生する交換機の基本機能である

という考え方に基づき、トラヒック単位での接続料の費用範囲とされていた。しかし、

その後、トランクポート等の稼働率の低さについて検討が行われ、「基本機能とされる機
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能であっても、トラヒック見合いの負担とすることが非効率的な設備構築を助長し、不

要なコストを一定水準以上負担しているような場合には、特例的に、当該費用の一部を、

受益者負担に基づき、接続事業者の個別負担により、回収を図ることもやむを得ないと

判断される」との考え方に基づき、平成 17年度以降は、接続料を回線単位による算定に

変更された経緯がある。 

この点について、現在の状況に照らして検討すると、最繁時呼量に基づく令和２年度

の回線対応部専用機能の利用率はＩＣが 93%、ＧＣが 84%となっており、平成 16年度ま

でに問題となったような非効率的な設備構築状況は認められない。また、近年の加入電

話トラヒックの減少やマイラインサービスの縮小、令和７年 1月以降はＰＳＴＮが廃止

予定であることを踏まえれば、接続料の算定単位によらず、次期接続料算定方法の適用

期間において、接続事業者により利用実態から乖離した規模で占有トランクポートの新

規増設が行われる蓋然性は低い。 

（図表 21 占有トランクポート関連機能の利用率推移） 

 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 

中継交換機回線対応部専用機能 91％ 89％ 96％ 94％ 93％ 

加入者交換機回線対応部専用機能 44％ 60％ 83％ 87％ 84％ 

※ 平成17年度に接続料を回線単位による算定に変更した際の検討時と異なり、ＩＣトランジットを含む最繁時呼量に基づき推計。 

また、中継伝送専用機能は、平成 15年度からＬＲＩＣ方式による接続料の算定が開始

され、回線単位で接続料が算定されている。中継伝送専用機能の契約数は減少傾向が続

いており（平成 28年度は 10.3万契約、令和２年度は 6.3万契約）、近年の加入電話トラ

ヒックの減少や令和７年１月以降はＰＳＴＮが廃止予定であること、また、現在中継伝

送専用機能を使用していないＧＣ接続で新たに中継伝送専用機能の使用を開始する場

合には工事費負担や接続事業者側での接続ルート切替対応等が発生すること、さらに、

接続ルート切替前の３形態での加入電話の発着信における接続料負担を単一化する場

合、現在中継伝送専用機能を使用していないＧＣ接続について、中継伝送専用機能を追

加してもＩＣ接続に切り替えても接続事業者の負担する接続料に差異がなくなること

等を踏まえれば、中継伝送専用機能についても、接続料の算定単位によらず、次期接続

料算定方法の適用期間において、接続事業者により新規増設が行われる蓋然性は低い。 

（図表 22 中継伝送専用機能の契約数推移） 

 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 

中継伝送専用機能（24回線毎） 102,975 95,416 76,792 70,142 63,497 

これらの点を踏まえれば、次期接続料算定方法の適用期間において、接続ルート切替
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前後での加入電話発着信に係る接続料等の負担単一化のために、占有トランクポート関

連機能及び中継伝送専用機能の接続料の算定単位をトラヒック単位に変更することは

許容されると考えられる。 

なお、占有トランクポート関連機能及び中継伝送専用機能の接続料の算定単位変更に

より、これらの機能に係る各接続事業者の負担額の変動が見込まれる。したがって、当

該接続事業者が、これらの機能に係る負担を、当該接続事業者への接続事業者に求める

場合、適正な原価に基づくためには、負担額の変動を考慮することが考えられる。 

 

４．４．移行過程の適正な接続料算定方法について 

４．４．１．長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式の適用について 

ＬＲＩＣモデルは、現時点で利用可能な最も低廉で効率的な設備と技術を前提として

現在需要を賄う通信網を構築した場合の費用を算定するためのモデルである。ＬＲＩＣ

モデルやその入力値を開かれた検討プロセスの中で検討・決定することにより、接続料

算定における非効率性の排除と適正性・公平性・透明性の確保を通じた公正な競争環境

の実現が図られてきており、加入電話の音声接続料の算定にＬＲＩＣ方式を採用する意

義は大きい。 

また、前述のような適正性・公平性・透明性等の確保を背景として、ＬＲＩＣ方式に

より算定された接続料が、非指定事業者が設定する接続料のベンチマークとされるケー

スも多く存在している。 

ＩＰ網への移行過程における加入電話の提供方法に着目すると、接続ルート切替前は、

これまでと同様に加入者交換機・中継交換機等から構成されるＰＳＴＮが使用される。

また、接続ルート切替後も、メタル収容装置として加入者交換機中の回線収容機能が転

用されるなど、ＰＳＴＮに由来する設備の活用が継続することから、接続料算定におけ

る非効率性の排除が引き続き求められる。 

また、ＩＰ網への移行期間中は、加入電話の提供には接続ルート切替前後の網が併用

されることから、移行完了までの間、当該併用時の接続料を適正に、移行期間の網の併

用に伴い含まれ得る非効率性を排除して算定することも必要である。 

以上の各点を踏まえると、次期接続料算定方法の適用期間における加入電話の音声接

続料算定について、接続料算定における適正性・公平性・透明性を確保するとともに、

非効率性を排除する観点から、引き続き、ＬＲＩＣ方式を用いることが適当である。 

接続ルート切替後、移行期間の加入電話により利用される県間通信用設備に係る負担

については、当該設備が第一種指定電気通信設備と一体的に利用されるという不可避性

に鑑みれば、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものとするこ
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とが適当である。その上で、移行期間中に接続ルート切替前後の網が併用される中で、

接続料算定の適正性を確保し、移行期間の網の併用に伴い含まれ得る非効率性を排除す

る必要性を考慮すると、移行完了までの間は、特に、加入電話の音声接続料に準じた算

定方法をとることが適当である。ただし、県間通信用設備にはＮＴＴ東日本・西日本以

外の事業者が設置する設備も含まれることから、その利用に係る負担は、ＮＴＴ東日本・

西日本による調達コストを踏まえて算定することが適当である。 

接続ルート切替後、移行期間の加入電話により利用される中間配線架（パッチパネル）

に係る負担については、その適正性・公平性・透明性を確保する観点から、能率的な経

営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものとすることが適当である。 

 

４．４．２．ＬＲＩＣ方式を適用する場合に利用するモデルとその適用方法について 

（１）第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの併用 

令和元年度から令和３年度までの加入電話の音声接続料算定は、ＩＰ網を前提とした

算定に向けた段階的な移行の一階梯として、まずは第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルに

より行い、その接続料水準がスタックテストによる検証に耐えられない場合には第８次

ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの組み合わせにより行うこと

とされており、各年度において、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルにより算定した接続料

が用いられている。 

長期増分費用モデル研究会では、令和２年５月に中間報告書を取りまとめた。同研究

会では、第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを基本としつつ、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話の双

方を収容する一体的な固定電話網を想定する等の見直しを実施し、接続ルート切替後の

網構成・網機能をより反映した形で、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを策定した。 

長期増分費用方式は、ネットワークの効率的な構築や利用を念頭に、「高度で新しい電

気通信技術を利用した効率的なものとなるように新たに構成するものとした場合」の第

一種指定電気通信設備に係る費用を勘案して接続料を算定する方式である。したがって、

当該方式の適用に当たっては、現在の実際のネットワークがどのような設備構成で設置

されているか、ＩＰ網への移行過程にあるか否か等にかかわらず、現在想定できる高度

で新しい電気通信技術を利用した効率的な設備構成を想定することが当該方式の趣旨

に適っている。 

他方、情報通信審議会答申「平成 31年度以降の接続料算定における長期増分費用方式

の適用の在り方」では、「現行のネットワークの効率的なネットワークへの移行に当たっ

ては、効率性の追求だけでなく、既存の利用者の円滑な移行への考慮も必要であり、効

率的なネットワークへの移行を現実には瞬時に行うわけにはいかないことも事実」とし

ている。 
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ＩＰ網への移行のうち加入電話部分については、移行期間を設け、当該期間中に計画

的・段階的に、ＰＳＴＮを疎通していたトラヒックをＮＧＮ及びメタル収容装置等を疎

通する形に移行させることにより実施される。 

このようにＩＰ網への移行が計画的・段階的に進められることを踏まえれば、移行期

間中は、効率性の段階的追求の中で、ＩＰ網を前提とした接続料原価の算定に向けた移

行の段階を進め、接続ルート切替前の網に対応した第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと

接続ルート切替後の網に対応した第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを併用して加入電話の接

続料等を算定することが現実的と考えられる。 

具体的には、移行期間中の接続料の算定では、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第９

次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより、仮想的に接続料算定時点におけるＩＰ網への移行開始

前・移行完了後の網を各々想定し、これらの網における各機能の接続料を算定した上で、

接続ルートの切替前後で単一の接続料等の負担を設定することが適切な接続形態に係

る接続料等（当該接続形態を構成する機能に係る接続料等の合算値）については、第８

次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルでの算定値と第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでの算定値の加

重平均値を適用することが考えられる。 

ＩＰ網への移行工程・スケジュールは、情報通信審議会答申「固定電話網の円滑な移

行の在り方 二次答申」での整理を踏まえ、「ＰＳＴＮマイグレーションに係る意識合わ

せの場」等での事業者間協議を通じて詳細化が図られており、当該移行工程・スケジュ

ールから、年度毎のトラヒック移行割合を予測することが可能である。接続に関わる事

業者にとっては、加重平均比率を含む接続料等の算定方法があらかじめ定められている

ことが重要である。 

したがって、接続ルートの切替前後で単一の接続料等の負担を設定することが適切な

接続形態に係る接続料等の加重平均比率は、ＩＰ網への移行の計画的・段階的実施を反

映して、実際に予定されている移行工程・スケジュールから予測される年度毎のトラヒ

ック移行割合に基づき、あらかじめ定めておくことが適当である。 

（図表 23 ＩＰ網へのトラヒック移行割合の予測方法の例） 
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また、接続ルートの切替前後で単一の接続料を設定することが適切な接続形態以外の

機能（当該接続形態を構成する機能を個別に切り出して使用する場合を含む。）について

は、透明性を確保する観点から、モデル上の各設備に紐づく機能毎に接続料等を算定す

ることとし、接続ルート切替前の網により提供される機能には、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩ

Ｃモデルにより算定した接続料を、接続ルート切替後の網により提供される機能には、

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより算定した接続料等を適用することが適当である。 

 

（２）第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにおける加入者回線の取扱い 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、経済比較もしくはそれに相当する比較（加入者回線

の選択ロジック）により、メタル回線を光回線に置き換えることが可能である。 

光回線への置き換えに関して、ＮＴＴ東日本・西日本からは、移行期の接続料は設備

構成や提供の実態、移行スケジュールを踏まえた算定方法とすることが必要であること、

メタル回線について現時点でアクセスマイグレーションの実施予定はなく仮に実施す

るとしても即時実現が不可能であることから、移行前後におけるアクセス回線であるメ

タル回線に基づくものとすることが必須との意見があった。他方、ＫＤＤＩからは、長

期増分費用モデル研究会での検討結果も踏まえ、光回線への置き換えの適用を検討して

もよいのではないかとの意見があった。 

第一種指定電気通信設備を「高度で新しい電気通信技術を利用した効率的なものとな

るように新たに構成する」という長期増分費用方式の考え方に立脚すれば、モデル上の

加入者回線は、実際に設置されている回線種別（メタル回線）に限定せず、より経済的

な回線種別に置き換えることが適当と考えられる。 

他方、現に加入電話の加入者回線がメタル回線により構築されており、いずれメタル

回線の維持限界が到来することが見込まれるものの、その時期が明らかにされておらず、

また既存メタル回線の光回線への移行を瞬時に完了できるわけではないことを踏まえ

れば、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの適用に当たり、ＩＰ網への移行期間中から直ちに光

回線への置き換えを行うことは現実的ではなく、まずは実際に設置されている回線種別

（メタル回線）に基づき接続料を算定することが妥当と考えられる。 

その上で、光回線への置き換えについては、今後のメタル回線維持に係るＮＴＴ東日

本・西日本の対応や接続料の動向等を注視しつつ、仮に置き換えを行った場合のユニバ

ーサルサービス制度の在り方等も含めて検討を継続することが適当と考えられる。 
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（３）第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルによる公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能

の費用算定 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルには、公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能の費

用を算定するためのロジックが含まれている。具体的には、公衆電話に係る機能につい

ては、具備すべき４機能（① 課金テーブルをコールサーバに配信・管理する機能、② 課

金情報をコールサーバから加入者回線収容装置に送出する機能、③ 課金情報を加入者

回線収容装置から公衆端末に送出する機能、④ 課金情報を集計・管理する機能）につい

て必要な投資額を加算している。また、緊急通報に係る機能については、裏番号直接ダ

イヤル規制について必要な投資額を加算するとともに、ＯＬＴの冗長化や方式別の設備

量算定方法の整理等を行っている。 

公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能に関して、ＮＴＴ東日本・西日本からは、

公衆電話については即時課金を行う機能の実現が未検証、緊急通報に係る機能について

は発ＩＤ取得やつなぐための５つの機能等の必要な機能・要件の実現が未検証であると

して、公衆電話・緊急通報等の不可欠なサービスがモデルに実装されていないことに対

する方策の追加的検討が必要との意見があった。他方、ＫＤＤＩからは、第９次ＩＰ-Ｌ

ＲＩＣモデルでは「緊急通報」及び「公衆電話」についてＮＴＴ東日本・西日本から提

示された機能が具体的にモデルに反映されており、費用算定モデルとして採用可能なレ

ベルに達していると考えられるとの意見があった。 

長期増分費用方式による接続料算定では、モデルの作成において、接続方式等の詳細

条件は費用算定の観点から必要な程度において考慮することとしている。公衆電話に係

る機能及び緊急通報に係る機能に関して、第８次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは詳細の検討

に至らず具体のコスト算定が困難であった一方、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルでは、公衆

電話及び緊急通報に各々具備すべき機能が提示され、各機能の実装に必要な投資額等に

ついて具体の検討が進められており、モデル上で費用算定を行うことは可能な段階に達

していると考えられる。したがって、ＩＰ網への移行期間中における第９次ＩＰ-ＬＲＩ

Ｃモデルの適用に当たり、公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能の費用について

は、同モデルに含まれるロジックを用いて算定することが適当である。 

なお、公衆電話に係る機能及び緊急通報に係る機能の費用を算定するためのロジック

について、今後、見直しの必要性が認められる場合には、「長期増分費用モデル研究会 

中間報告書」（令和２年５月）の内容を踏まえた上で検討を行い、ＩＰ網への移行後の接

続料算定方法に反映することが適当である。 

また、公衆電話については、現在、災害時用公衆電話のユニバーサルサービスとして

の位置付け等について検討が進められていることから、今後、そのＬＲＩＣモデル上で

の取扱いについても検討を行うことが適当である。 
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（４）ＩＰ網への移行の進展を考慮した償却済み比率を用いた補正の適用 

ＩＰ網への移行期間中における第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルの適用に当たり、情

報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成 25 年度以降の算定の在り

方」（平成 24年９月 25日）で導入された、ＩＰ網への移行の進展を考慮した償却済み比

率を用いた補正については、ＩＰ網への移行期間中における接続ルート切替前の網を想

定してのＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルの適用であることを踏まえれば、引き続き当該補正

を行うことが適当である。 

なお、ＩＰ網への移行期間中における第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの適用に当たって

は、当該モデルが接続ルート切替後の網を想定して適用されることを踏まえれば、現時

点で償却済み比率を用いた補正を行う必要性は認められないが、接続ルート切替後にお

いても加入者交換機中の回線収容機能がメタル収容装置として活用されることから、当

該装置の実際費用の推移等について今後注視していくことが必要である。 

 

４．４．３．ＬＲＩＣ方式を適用する場合の入力値等について 

（１）通信量の取扱い 

ＩＰ網への移行期間中における第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル及び第９次ＩＰ-Ｌ

ＲＩＣモデルによる接続料等の算定の各々において、モデルに入力する通信量（第８次

ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルに入力する中継交換機回線対応部共用機能、中継交換機接続

用伝送装置利用機能、加入者交換機回線対応部専用機能及び中継伝送専用機能に係る各

回線数を含む。）は、モデルによりＩＰ網へ移行開始前・完了後の網を各々想定している

ことを踏まえれば、接続料等算定時点における接続ルート切替前後の通信量の合算値を

用いることが適当である。 

その際、接続ルート切替前後で通信量の内訳の種別は各々異なることに留意が必要で

あり、通信量を合算する際の内訳については、適切な方法により推計される必要がある。 

 

（２）通信量の予測 

モデルに入力する通信量について、一般的には、予測期間が長期化すると予測精度は

低下する。その一方で、通信量が減少局面にある場合、通信量計測期間が適用年度から

遡るほど、ＮＴＴ東日本・西日本の接続料収入が過小と評価されやすくなる。したがっ

て、信頼性のあるデータであることを前提として、可能な限り適用年度に近い通信量を

入力値とすることが適当と考えられる。 

令和元年度から令和３年度までの期間においては、このような考え方の下、過年度の

データに基づき「予測値と実績値の乖離幅」及び「当年度通信量との乖離幅」の評価を
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実施し、「前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したもの」を予測してモデルへの入

力値とした。 

次期接続料算定方法の適用期間においてモデルに入力する通信量について、ＮＴＴ東

日本・西日本からは、適用年度に要したコストを適切に回収する観点から、適用年度と

同一期間の予測需要を用いて算定することが適切であるとの意見があった。他方、ＫＤ

ＤＩ及びソフトバンクからは、ＩＰ網への移行期間においてはマイライン廃止といった

サービス移行等に伴うトラヒックの変動が大きく、トラヒック予測の誤差が大きくなる

ことが予想されることから、少なくとも現行の「前年度下期と当年度上期の予測通信量」

を超える長期の予測通信量を使用すべきではない（ＫＤＤＩ）、現行の「前年度下期と当

年度上期の予測通信量」の使用を継続することが妥当（ソフトバンク）との意見があっ

た。 

次期接続料算定方法の適用期間はＩＰ網への移行期間に当たり、当該期間中にマイラ

イン等のサービスが廃止されるとともに、ＰＳＴＮからＩＰ網への接続ルート切替が順

次実施されることから、通信量の予測方法が令和３年度までに比べて複雑化することと

なる。このことを踏まえれば、通信量の予測期間が令和３年度まで採用してきた予測期

間を超えることは適当ではなく、次期接続料算定方法の適用期間においても、令和３年

度までに引き続き、「前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したもの」を予測してモ

デルへの入力値とすることが適当である。 

なお、ＩＰ網への移行期間に当たる次期接続料算定方法の適用期間においては、前述

のとおり、マイライン等のサービスが廃止されるとともに、ＰＳＴＮからＩＰ網への接

続ルート切替が順次実施されることから、通信量の予測は、これらの影響も踏まえて適

切な方法により行われる必要がある。 

 

（３）通信量以外の入力値の取扱い 

接続料算定における通信量以外の入力値については、令和３年度までに引き続き、事

業者の経営上の機密への配慮と、透明性・公開性の確保の双方に十分に配意しつつ、必

要に応じて総務省において毎年度の接続料算定時に見直し、可能な限り最新のデータを

用いることが適当である。 

 

４．４．４．価格圧搾のおそれへの対応について 

次期接続料算定方法の適用期間における価格圧搾のおそれへの対応について、ＮＴＴ

東日本・西日本からは、固定電話市場に既に競争はなく、不当な競争・価格圧搾による

競争阻害は発生しないこと、また音声単独以外のサービスへの移行が進み、「サービスの

需要が減退」していることから、固定電話におけるスタックテストの必要性の検討が必
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要との意見があった。他方、ＫＤＤＩ及びソフトバンクからは、令和６年１月のメタル

ＩＰ電話移行後は「ユーザ料金が全国一律 8.5円/３分に改定される」、「県外及び国際の

料金設定がＮＴＴ東日本・西日本に移行される」こと、また固定電話は信頼性の観点か

らも国民の重要な通信手段として利用者利便性の確保が必要であることから、価格圧搾

の回避手段の確保の重要性はこれまで以上に増し、価格圧搾のおそれが生じる場合の対

応として、ＬＲＩＣ検証による対応（ＫＤＤＩ）又はスタックテストでの自己資本利益

率の調整等（ＫＤＤＩ、ソフトバンク）を規定すべきとの意見があった。 

加入電話について、契約数の減少が継続しているものの、現時点でも約 1,604万契約
21が存在しており、加えて、ＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者による固定電話サービス

も提供されている。また、加入電話から移行するメタルＩＰ電話については、メタル収

容装置等を用いて、現在の加入電話と同等又は安価な料金でのサービス提供が予定され

ている。したがって、現時点、市場における加入電話の需要が十分縮退したとは言えず、

また、事業者間の競争が継続しており、次期接続料算定方法の適用期間においても、不

当な競争を回避するため、加入電話の通話料について、価格圧搾のおそれの検証と、お

それが生じる場合には対応を実施することが必要である。 

価格圧搾のおそれの検証は、令和３年度までと同様に、「接続料と利用者料金の関係の

検証に関する指針」（平成 30年２月総務省）に基づく方法により、実際に網を疎通する

通信量を用いて行うことが適当である。 

価格圧搾のおそれが生じる場合の対応について、令和３年度まで適用してきたＬＲＩ

Ｃ検証は、ＩＰ網を前提とした接続料原価の算定に向けた段階的な移行の一階梯におけ

る対応として、接続料原価の算定にまずは第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルを用いるこ

とを前提としたものである。次期接続料算定方法の適用期間においてはＰＳＴＮ-ＬＲ

ＩＣモデルとＩＰ-ＬＲＩＣモデルを併用することから、ＩＰ網を前提とした接続料原

価の算定に向けた移行の段階がさらに進んでいるため、価格圧搾のおそれが生じる場合

の対応は、スタックテストにおける他のサービスと同様に、「接続料と利用者料金の関係

の検証に関する指針」に基づく方法により行うことが適当である。 

 

４．４．５．ＮＴＳコストの扱いについて 

ＮＴＳコストの扱いについて、ＮＴＴ東日本・西日本からは、発生するコストは適切

に回収できるようにする必要があるが、ＮＴＳコストを接続料原価に算入した経緯を踏

まえると、直ちにユニバーサルサービス基金制度の見直しやユーザ料金値上げを行うこ

とは容易ではなく検討が必要、またＩＰ網への移行後も変わらず発生するＮＴＳコスト

の扱いについても検討が必要との意見があった。ＫＤＤＩ及びソフトバンクからは、Ｎ

ＴＳコスト付け替えには否定的だが継続は想定の範疇（ＫＤＤＩ）、「き線点ＲＴ-ＧＣ間

                         
21 加入電話及びＩＳＤＮ電話の契約数合計。（令和２年 12月） 
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伝送路」コストは原則としてユーザ基本料金で回収すべき（ソフトバンク）、ＩＰ-ＬＲ

ＩＣモデルでは「き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路」相当区間がＴＳコストとなるためＮＴＳコ

ストの付け替えが不要となる（ＫＤＤＩ、ソフトバンク）との意見があった。 

ＩＰ網への移行期間中における加入電話の音声接続料は、仮想的に想定したＩＰ網へ

の移行開始前の網の接続料を第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルにより、ＩＰ網への移行

完了後の網の接続料を第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより算定するという過程を経るこ

とから、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの各々について、

接続料算定に際してのＮＴＳコストの扱いを検討した。 

 

（１）第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルによる接続料算定に際してのＮＴＳコストの扱

い 

ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルにおいて、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストを接続料原価へ

算入することによる接続料への影響を、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルによる令和４

年度から令和６年度までの接続料の予測値に基づき試算すると、接続料原価に全額算入

する場合は、全額控除する場合に比べ、ＧＣ接続料・ＩＣ接続料が３分当たり２円～３

円上昇する。 

（図表 24 き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの付替えによる接続料水準への影響） 

（単位：円／３分） 

 Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ 

ＧＣ接続 
接続料原価に全額算入 8.07 8.45 8.94 

接続料原価から全額控除 5.76 6.00 6.31 

ＩＣ接続 
接続料原価に全額算入 9.35 9.87 10.36 

接続料原価から全額控除 7.04 7.41 7.73 

※ 試算値は、試算方法等に起因する誤差を含む可能性がある。 

※ ＧＣ接続・ＩＣ接続ともにトランクポート等費用は含まない。 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響等によるトラヒック傾向変化の可能性を考慮し、通話時間・通話回数や平均保留時間等の入力値

について、一定の幅を持たせて試算を実施。本試算結果は、中間的な入力値による試算結果を示したもの。 

加入電話の音声接続料は、音声トラヒックの減少を背景に年々上昇傾向にあるが、一

方でユニバーサルサービス交付金制度の補填対象額の番号単価は、平成 20 年度及び 21

年度認可の８円をピークに年々低廉化傾向にあり、現在は３円程度となっている。き線

点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストは年々減少しており、令和３年度接続料算定ベースで約 218

億円となっているが、仮にその全てを基本料の費用範囲の中で回収することとした場合、

拠出事業者の大宗が番号単価相当額をユニバーサルサービス料としてそのまま利用者

に請求している現在の状況に鑑みれば、当該制度に係る利用者負担は増大することが見
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込まれる。 

き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストは、通信量に依存せず加入者回線の増減に応じてコ

ストが増減するＮＴＳコストであることから、当該コストは、接続料原価から控除され

ているその他のＮＴＳコストと同様に、基本料の費用範囲の中で回収することが原則で

ある。 

他方、ユニバーサルサービス制度の補塡対象額の算定方法の見直しが行われ、き線点

ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの接続料原価への付替えが開始された際の状況、すなわち事

業者の大宗が番号単価をそのまま利用者に請求している状況に変化がないことに鑑み

れば、現時点で接続料算定の原則に従い当該コストを接続料原価から控除し、基本料原

価に算入することでユニバーサルサービス制度に係る補填対象額が増加することは、当

該制度に係る利用者負担の抑制を図る観点からは適当とは言えない。 

以上のことから、ＩＰ網への移行期間中における第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルに

よる接続料の算定に際し、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの扱いについては、ユニバー

サルサービス制度に係る利用者負担抑制の観点から、引き続き接続料原価にその 100％

を算入することがやむを得ない。 

 

（２）第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルによる接続料算定に際してのＮＴＳコストの扱い 

第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの設備構成ではＲＴ設置局を考えず、収容階梯としては、

第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルでのＧＣ局、ＲＴ局、局設置ＦＲＴ局 22の配置点に収容

局のみを設置する。その上で、収容局同士を直接繋ぐ伝送路は考えず、収容局は全て中

継局と直接繋がるものとして中継伝送路を配置する。したがって、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣ

モデルでＮＴＳコストに分類される設備の中に、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルにお

ける、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路に相当する伝送路は存在しない。 

  

                         
22 局設置簡易遠隔収容装置を設置する局。 
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（図表 25 ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル及びＩＰ-ＬＲＩＣモデルにおけるＮＴＳコスト） 

 

ＮＴＳコストは基本料の費用範囲の中で回収することが原則であり、ＩＰ-ＬＲＩＣ

モデルでは、ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルにおいてユニバーサルサービス制度に係る補填

対象額の増加を抑制するために接続料原価に算入している、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路

コストに相当する伝送路コストが存在しないことを踏まえれば、ＩＰ網への移行期間中

における第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルによる接続料の算定に際し、ＮＴＳコストの接続

料原価への算入は行わないことが適当である。 

 

４．４．６．東西均一接続料の扱いについて 

長期増分費用方式の適用を受ける場合であっても、ＮＴＴ東日本・西日本の各々の業

務区域における第一種指定電気通信設備との接続に関する原価及び接続料は、個別に算

定・設定されることが原則である。 

他方、これまで、ユーザ料金の地域格差が生じることへの懸念から東西均一接続料の

維持に係る社会的要請があるとして、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本の接続料について同

額とする扱いが採られてきた。 

東西均一接続料の扱いについて、ＮＴＴ東日本・西日本からは、東西別接続料を導入

する場合には市場や利用者への影響を踏まえた観点からの検討が必要との意見があっ

た。ＫＤＤＩからは、ＮＴＴ東日本・西日本は別会社のため本来は東西別接続料を設定

すべきだが、これまでの経緯を踏まえ東西均一接続料を継続することも考えられるとの

意見があった。ソフトバンクからは、東西別接続料とした場合のユーザ料金の地域格差

発生への懸念から社会的要請があるとして東西均一接続料が採用されてきており、その

状況に変化がないことから引き続き東西均一接続料とすることで問題ないとの意見が
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あった。 

これについて、今般、移行期間中の接続料の算定として、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモ

デルと第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを併用するとしても、東西別と東西均一の場合の

各々の接続料試算結果を踏まえれば、東西別接続料への是正は、負担の変動が依然大き

いため現実的ではないと言わざるを得ない。 

（図表 26 東西別料金設定による接続料水準及び東西格差への影響） 

【第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル】 

 Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ 

東日本（①） 8.23円/3分 8.59円/3分 8.98円/3分 

西日本（②） 9.96円/3分 10.58円/3分 11.19円/3分 

東西比（②/①） 1.21 1.23 1.25 

※ ＧＣ接続とＩＣ接続の単金の加重平均値（トラヒック割合で加重）。ＧＣ接続・ＩＣ接続ともにトランクポート等費用を含む。ＮＴ

Ｓコストの一部を接続料原価へ付け替えた場合の試算結果。 

【第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデル】 

 Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ 

東日本（①） 4.58円/3分 4.82円/3分 5.12円/3分 

西日本（②） 5.92円/3分 6.34円/3分 6.79円/3分 

東西比（②/①） 1.29 1.31 1.33 

※ メタル回線を光回線とみなすロジックを適用しない場合の試算結果。 

 

※ 試算値は、試算方法等に起因する誤差を含む可能性がある。 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響等によるトラヒック傾向変化の可能性を考慮し、通話時間・通話回数や平均保留時間等の入力値

について、一定の幅を持たせて試算を実施。本試算結果は、中間的な入力値による試算結果を示したもの。 

 

今後、ＩＰ網への移行完了後の接続料算定方法の導入を見据え、接続料が本来は東西

別で設定されるべきものであることを念頭に、東西別接続料への是正について検討を行

っていく必要がある。 

 

４．５．各モデルによる接続料の試算結果 

ここまでの検討を踏まえ、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル及び第９次ＩＰ-ＬＲＩＣ

モデルにより、直近の実績に基づき令和４年度から３年間の接続料水準を試算した結果、

次のとおりとなった。 
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（図表 27 各モデルによる接続料の試算結果） 

【第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル】                   （円/３分） 

 Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ 

ＧＣ接続単金 8.07 8.45 8.94 

ＩＣ接続単金 9.35 9.87 10.36 

ＧＣ・ＩＣ接続統一単金 9.08 9.55 10.05 

※ ＧＣ接続単金は、トランクポート等（加入者交換機回線対応部専用機能及び中継伝送専用機能）に係る原価を除く。 

※ ＩＣ接続単金は、トランクポート等（中継交換機回線対応部専用機能及び中継交換機接続用伝送装置利用機能）に係る原価を除く。 

※ ＧＣ・ＩＣ接続統一単金は、ＧＣ接続とＩＣ接続の単金の加重平均値（トラヒック割合で加重）。ＧＣ接続・ＩＣ接続ともにトラン

クポート等に係る原価を含む。 

【第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデル】                     （円/３分） 

 Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ 

ＩＰ接続単金 5.25 5.58 5.95 

※ メタル回線を光回線とみなすロジックを適用しない場合の試算結果。 

【第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル・第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの組合せ】 （円/３分） 

 Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ 

ＰＳＴＮ・ＩＰ接続統一単金 8.73 8.24 6.64 

※ ＰＳＴＮ・ＩＰ接続統一単金は、ＧＣ・ＩＣ接続統一単金とＩＰ接続単金の加重平均（ＩＰ網への移行割合を仮定して加重）をと

り試算した結果。 

 

※ 試算値は、試算方法等に起因する誤差を含む可能性がある。 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響等によるトラヒック傾向変化の可能性を考慮し、通話時間・通話回数や平均保留時間等の入力値

について、一定の幅を持たせて試算を実施。本試算結果は、中間的な入力値による試算結果を示したもの。 
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第３章 ＩＰ網への移行を踏まえた接続制度の在り方 

１．第一種指定電気通信設備制度について 

 １．１．第一種指定電気通信設備制度の導入当時の考え方 

  固定通信は、加入者回線を経由しなければ利用者同士の通信が成り立たないネットワ

ーク構造となっている。このため、加入者回線を相当な規模で有する事業者のネットワ

ークへの接続は、他事業者の事業展開上不可欠であり、また、利用者の利便性の確保と

いう観点からも当該ネットワークの利用が確保されることが不可欠である。したがって、

その接続条件は、競争の促進及び利用者利便の増進の観点から極めて重要なものであり、

また、相当規模の加入者回線を有する事業者は、接続協議において圧倒的に優位な立場

となり、事業者間協議により合理的な条件に合意することが期待しにくいものである。

これを踏まえ、このようなネットワークへの透明、公平、迅速かつ合理的な条件による

接続を確保することにより、競争を促進し、かつ、利用者利便の増進を図るため、一般

的な接続ルールに加え、特別な接続ルール（現在の第一種指定電気通信設備制度）を策

定・適用していくことが必要とされ、平成９年の改正によって電気通信事業法にこれが

盛り込まれた。 

  制度導入当時の議論 23において、制度を適用する事業者の範囲については、①加入者

回線の過半数を有していれば、常に他事業者より多くの加入者回線を有していることか

ら、交渉上優位な立場に立つこと、②独占禁止法における「独占的状態」の基準におい

ても 50％超という基準が採用されていること、といった理由から、一定の市場において

加入者回線総数の 50％を超える規模の加入者回線を有する事業者とすることが適当と

された。また、一定の市場については、①都道府県は社会経済生活圏として一体性を有

しており、通信サービスの大半を占める電話トラヒックは、約８割が同一都道府県内に

終始している、②こういった利用実態を踏まえ、ネットワークは概ね都道府県を構成単

位として形成され、それを前提として、接続は都道府県単位が一般的である、といった

理由から、都道府県を単位とすることが適当とされた。 

  また、制度を適用する設備の範囲については、①概ね都道府県を構成単位として加入

者回線と一体として構成されるネットワークが形成されている、②接続の実態も、都道

府県単位で行われている、③県間通信設備については、他事業者との代替性が高い、と

いった理由から、県域をカバーする設備とすることが適当とされた。 

  制度導入当初は「音声伝送役務」と「専用役務 24」に利用される設備のみが指定され

ており、一般家庭向けのデータ通信は指定の対象外であり、特に、一般家庭向け等に提

                         
23 「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年 12月 19日） 
24 特定の者に電気通信設備を専用させる電気通信役務。事業所間の内線電話や銀行間の預金業務のオンライ

ン処理等で利用。（平成７年９月末時点で、専用役務の総回線数９割を占める一般専用サービスは約 103万契

約（情報通信白書平成８年版）） 
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供される「音声伝送役務」（電話サービス）について、制度導入当時の日本電信電話株式

会社（以下「ＮＴＴ」という。）25の加入電話契約数は全体の 99.9％（6,072万契約）を

占めており、通信回数のシェアについてはＮＴＴ以外の競争事業者による通信回数の大

宗は県間通話であり、県間通話を中心とした中継電話 26において競争が行われ、利用者

のサービスの選択が行われていた。 

こういった状況を踏まえ、県間通信用設備は競争事業者における代替性が高く、指定

設備とする必要性は低いと判断されていた。 

（図表 28 制度導入当時の通信回数におけるシェア） 

 

  

                         
25 検討を行っていた平成８年当時はＮＴＴ再編（ＮＴＴからＮＴＴ東日本・西日本、エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式会社を分離）前であるため、ＮＴＴと記載。 
26 ＮＴＴが提供する固定電話（加入電話）の通話において、ＮＴＴとは別の電話会社の電話回線を中継回線

として利用する電気通信役務 
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（図表 29 中継電話の接続構成のイメージ） 

 

 

 １．２．電気通信サービスの利用状況等の変化 

 １．２．１ 契約数やトラヒック等の変化 

  固定系ブロードバンドの契約数は平成 24 年９月に固定電話の契約数を上回り、その

後も固定系ブロードバンドの契約数は増加傾向の一方、固定電話の契約数は減少傾向に

ある。なお、ＩＰ電話については、現在も増加傾向にある。 

  また、加入電話、ＩＳＤＮ（音声）、公衆電話及びＩＰ電話の音声トラヒック（通信回

数及び通信時間）の合計は、携帯電話やインターネットの普及に伴い、平成 12年度をピ

ークに、減少傾向にある。 

  一方で、固定系ブロードバンドの契約者の総ダウンロードトラヒック及び一契約当た

りのダウンロードトラヒックは、いずれも増加傾向にある。また、令和２年５月の数値

は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため在宅時間が増加したこと等により

大幅に増加している。 

加入電話（ＩＳＤＮ（音声）含む）の県内通信に係る通信回数の割合は、令和元年度時
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点で 60％弱となっており、おおむね減少傾向であり、地域内通信 27、東西内通信 28と比べ

て減少幅が大きい。他方で、東西間通信については年々増加傾向にある。また、地域別の

県内通信 29を見ると、関東地方及び近畿地方の都府県における県内通信の割合は 50％台

となっており、都道府県単位で見ると、埼玉県は 50％を下回っている。 

（図表 30 加入電話の県内通信等の割合） 

 

 

１．２．２ 接続形態等の変化 

音声通信における接続形態について、ＮＴＴ東日本・西日本は、令和３年１月以降順

次、ＰＳＴＮ（公衆交換電話網）からＩＰ網への移行を開始し、令和７年１月までに移

行を完了させる予定であり、移行後は他事業者との接続点（ＰＯＩ）が今までの都道府

                         
27 同一地域ブロック内に終始する通信。各地域ブロックは、北海道（北海道）、東北（青森県、岩手県、宮

城県、秋田県、山形県、福島県）、関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山

梨県）、信越（新潟県、長野県）、北陸（富山県、石川県、福井県）、東海（岐阜県、静岡県、愛知県、三重

県）、近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島

県、山口県）、四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分

県、宮崎県、鹿児島県）、沖縄（沖縄県）となっている。 
28 ＮＴＴ東日本の業務区域内（北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木

県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県）及びＮＴＴ西日本の業務区

域内（富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈

良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、

佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）に終始する通信。 
29 各地域ブロックの都道府県内に終始する通信回数の合計を、各地域ブロックの都道府県の通信回数の合計

で割ったもの。 
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県単位ではなく、原則、東京、大阪の２カ所となる。 

また、ＰＯＩの設置場所が原則東京、大阪の２カ所であることを踏まえると、東京、

大阪のＰＯＩから東京、大阪以外のＮＴＴ東日本・西日本のユーザに着信する場合は、

不可避的に県間通信用設備を経由することになる。 

（図表 31 ＩＰ網移行後の音声通信における接続形態の変化） 

 

他方で、インターネット接続サービス等のＩＰ通信の役務の提供のためにＩＳＰ事業

者等がＮＧＮに接続する方式としては、現状、ＰＰＰｏＥ接続とＩＰｏＥ接続が並存し

ている。 

ＰＰＰｏＥ接続の場合は、接続が都道府県毎であり、かつ接続するＩＳＰ事業者は、

その都道府県毎にサービス提供が可能であるが、ＩＰｏＥ接続の場合は、全国向けのサ

ービス提供が前提となっている。現在のＮＧＮの仕様のもとでは、特定県等域のみでの

サービス提供を行う場合は網改造料が必要である（全国にサービス提供するための県間

接続料以上の網改造料が生じる。）ことから、現時点において、特定県等域でサービス提

供を行うＶＮＥ事業者 30は存在しておらず、現時点では、全てのＶＮＥ事業者が不可避

的にＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備を利用している。 

  

                         
30 Virtual Network Enabler ここでは、ＩＰｏＥ方式によりＮＧＮに直接接続する電気通信事業者をいう。 
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（図表 32 ＮＧＮにおけるＩＳＰ事業者等の接続方式） 

 

 なお、ＩＰｏＥ接続のインターネットトラヒックは、ＰＰＰｏＥ接続方式よりも増加

傾向にあり、ＮＴＴ東日本は令和２年５月に、ＮＴＴ西日本は令和２年８月にＩＰｏＥ

方式のトラヒックがＰＰＰｏＥ方式を上回った。 

（図表 33 ＮＧＮにおけるインターネットトラヒックの動向） 
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１．２．３ その他の状況 

ＥＵのＳＭＰ31事業者（個別企業による支配）の指定については、市場シェア（50％超）

と市場シェア以外の要素を考慮した上で、総合的に判断される。   

                         
31 Significant Market Power 
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２．検討事項 

  第一種指定電気通信設備制度について、前述のとおり、制度導入当時と現在では状況

に大きな変化があると考えられるため、これを踏まえ、以下の事項について当該制度の

見直しの必要性の検討を行った。 

 

２．１．第一種指定電気通信設備制度を適用する事業者の範囲 

（１）指定事業者を決定するための加入者回線の占有率を算定する範囲（以下「単位指

定区域」という。）について 

   制度導入当時は、①電話トラヒックが通信サービスの大半を占めており、その電話

トラヒックの約８割が同一都道府県に終始していたこと、②そういった利用実態を踏

まえ、電話設備を念頭に置いたネットワークが概ね都道府県を単位として構成されて

おり、それを前提に接続についても都道府県単位で行われることが一般的であったこ

とから、単位指定区域を都道府県とすることが適当とされていた。 

しかし、現在は、通信サービスの中心が電話からインターネットへ移行しており、

インターネットについては県内に閉じる通信はほとんどなく、また、電話の利用につ

いても同一都道府県内に終始するトラヒックの割合が 60％弱まで減少していること

やＰＳＴＮのＩＰ網への移行に伴いネットワーク構成及び接続の実態が都道府県単位

ではなくなってきている等の現在の状況を踏まえ、引き続き都道府県の範囲で加入者

回線の占有率を算定することが適切かについて検討を行った。 

 

（２）加入者回線の占有率の考え方について 

制度導入当時の考え方では、①加入者回線の過半数を有していれば、常に他事業者

より多くの加入者回線を有しており、交渉上優位な立場に立つこと、②独占禁止法に

おける「独占的状態」の基準においても 50％超という基準が採用されていることから、

50％超という基準が適当とされていた。なお、ＥＵのＳＭＰ事業者（個別企業による

支配）の指定については、市場シェア（50％超）と市場シェア以外の要素を考慮した

上で、総合的に判断されている。 

この点、現在においても占有率の基準が適当かについて検討を行った。 
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２．２．第一種指定電気通信設備制度の適用対象となる設備の範囲 

（１）基本的な考え方について 

制度導入当時は、①概ね都道府県を構成単位として加入者回線と一体として構成さ

れるネットワークが形成されていること、②接続が都道府県単位で行われていること、

③県間通信設備については他事業者との代替性が高いことから、制度の適用対象とな

る設備については、加入者回線と一体として構成される概ね県域をカバーする設備と

されていた。 

この点、２．１．（１）の記載と同様に通信サービスの変化や電話の利用状況及びネ

ットワーク構成等の実態の変化を踏まえ、都道府県を前提とした考え方を今後も継続

することが適当かについて検討を行った。 

 

（２）県間通信用設備等について 

   制度導入当時は、大宗を占めていた電話サービスにおいて、中継電話が主たる競争

の場であった状況等を踏まえ、県間通信用設備については、他事業者との代替性が高

く、第一種指定電気通信設備とする必要性は低いと判断されていた。 

   現在、通信サービスの中心が電話からインターネットへ移行していることや、今後

のＩＰ網への移行等によりネットワーク構成が都道府県単位ではなくなり、接続点に

ついても都道府県から東京、大阪の２か所に変化していくこと等を踏まえると、中継

電話が主たる競争の場であった制度導入当時の状況からは明らかに大きく変化してき

ている。 

   さらに、ＩＰ網移行後の音声通信において東京、大阪以外のＮＴＴ東日本・西日本

のユーザへの着信にあたって県間通信用設備が不可避的に利用されることや、トラヒ

ックの増加が見込まれているＩＰｏＥ接続においても全国へのサービス提供にあたっ

て県間通信用設備が不可避的に利用されていること等を踏まえると、他社設備を利用

しているか自己設置かを問わず、県間通信用設備は加入者回線と一体として利用され

る設備となる。なお、ＮＴＴ東日本は県間通信用設備の７割が自己設置、３割が他社

設備、ＮＴＴ西日本は１割が自己設置、９割が他社設備となっている。 

   こういった状況を踏まえ、県間通信用設備を第一種指定電気通信設備制度の対象と

すること等について検討を行った。 
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３．主な意見 

 ３．１．第一種指定電気通信設備制度を適用する事業者の範囲 

 （１）単位指定区域について 

① 事業者意見 

 引き続き、都道府県単位とすることが適当。 

・ 特定地域でアクセスを占有する事業者がいれば、そのアクセス回線は当該エリアで

ボトルネックになり得るため、占有率の算定範囲は引き続き都道府県単位とするこ

とが適当。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 東日本・西日本単位に見直すべき。 

・ ネットワーク構成や接続の実態等を踏まえ、現状の都道府県の範囲を見直すことが

適切。現行の第一種指定電気制度が適用される事業者の業務範囲にも鑑み、東日本・

西日本の範囲で加入者回線の占有率を算定するべき。【ＫＤＤＩ】 

・ 同一都道府県に終始するトラヒックの減少、接続点の東西２カ所への移行、東西２

カ所を接続点とするＩＰｏＥの普及等の環境変化により、電話サービス・インター

ネットサービス双方において東西２カ所での接続がベースとなっていることに鑑

みると、算定範囲は東日本・西日本とする事が適切。【ソフトバンク】 

・ 現行の指定事業者であるＮＴＴ東日本・西日本の業務区域やＩＰ網移行後のネット

ワーク構成等を勘案すると、東日本・西日本の範囲が適当か。【オプテージ】 

・ ＮＧＮは電話網（ＰＳＴＮ）と異なり東西エリアで一体的に構築されている。設備

管理がＮＴＴ東日本・西日本単位のため東西ブロック単位で指定されるべき。【一般

社団法人日本インターネットプロバイダー協会（以下「ＪＡＩＰＡ」という。）】 

 

 すべての事業者の実情にあわせた単位指定区域の設定は困難。 

・ 占有率の算定の範囲（県単位）と現在のネットワーク構成が必ずしも一致していな

いことは指摘のとおりであり、さらにその比較対象の他事業者のネットワークも

各々異なっていることが想定されるため、すべての事業者の実情にあわせた単位指

定区域の設定は非常に困難。【一般社団法人ＩＰｏＥ協議会（以下「ＩＰｏＥ協議会」

という。）】 

 

② 委員意見 

 東日本、西日本単位とすることが考えられる。 

・ 東京と大阪にＰＯＩを置いたということを踏まえると、東西で分けていくのが適切

と感じている。 

・ ネットワークの構成等や各事業者の説明を聞くと、東西で分けるというのも一つの
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考え方であると思う。 

 

 今後、ＮＴＴ東日本・西日本以外に第一種指定を受ける事業者がいる可能性も考え

る必要がある。 

・ 区域について、都道府県以外の選択肢として地域ブロック、東西のほかに、二種指

定制度では、いわゆる業務区域という考え方もあり、ワイヤレス固定電話の提供も

想定される中で、今後、ＮＴＴ東日本・西日本以外に第一種指定を受ける事業者が

いる可能性も考える必要があるかと思う。 

 

 都道府県単位で 50％を下回る県が出てくる状況の中で今のルールのままで良いの

か議論するのは自然の流れ。 

・ 今までのルールだと、各都道府県における加入者回線の占有率の 50％について、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本においてその割合を下回る県が今後出てくる。これを踏まえ、

今までのルールのままでよいのかということで議論になるのは、自然の流れ。 

 

（２）加入者回線の占有率の考え方について 

① 事業者意見 

 加入者回線の占有率の基準（50％超）を見直す必要はない。 

・ 「加入者回線において過半を占めていれば、常に他の事業者よりも多くの加入者回

線を有しており、交渉上優位な立場に立つ」ことに変化はなく、また独禁法におけ

る「独占的状態」の基準においても 50％超という基準が現在も用いられていること

にも鑑みれば、加入者回線の占有率の基準を見直す必要はない。【ＫＤＤＩ、ソフト

バンク】 

・ 現行の占有率の基準について見直す必要性は低い。【オプテージ】 

・ 「独占的状態」の基準などから、現状どおり 50％超が妥当と考える。【ＩＰｏＥ協

議会】 

・ 卸等のサービスベースでなく、ボトルネック設備として回線数ベースで占有率を算

定することが非常に重要。加入者回線占有率は現行の競争法の考え方を踏まえ、

50％超の基準維持が適切。【ＪＡＩＰＡ】 

 

 メタルと光を別に算定することが適当。 

・ 占有率の算定にあたって、メタルと光を別に算定することが適当。【ＮＴＴ東日本・

西日本】 
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② 委員意見 

 独禁法との関係も考えながら議論することが必要。 

・ 加入者回線の占有率の考え方について、これは独禁法との関係を考えながら決めて

いかないといけないと思っている。 

 

 独禁法やＳＭＰ基準の考え方を参考にする際は慎重に取り扱うべき。 

・ 独占禁止法第２条第７項の独占的状態やヨーロッパのＳＭＰ基準について、それぞ

れの背景等を前提としたルールであるため、電気通信事業法独自の考え方と整合的

に議論できるかという点は慎重に取り扱うべき。 

 

３．２．第一種指定電気通信設備制度の適用対象となる設備の範囲 

（１）基本的な考え方について 

① 事業者意見 

 都道府県を前提とした考え方を実態に合わせて見直すべき。 

・ 対象となる設備の範囲についても、都道府県を前提とした考え方を継続する必要は

ない。【ＫＤＤＩ】 

・ 電話サービスにおける環境変化を踏まえると「ネットワーク構成及び接続の実態が

都道府県であることを前提とした考え方」を今後も継続する合理性は低い。【ソフト

バンク】 

・ 電話からインターネットへのサービスの移行が進んでいることや、ＩＰ網への移行

を踏まえると、実態に合わせた考え方とすることが望ましい。一方で、地域の接続

事業者等から都道府県単位や地域ブロック単位での接続のニーズがあることにも

留意しつつ検討のうえ、実際の接続にあたっては、柔軟に対応されることが必要。

【オプテージ】 

・ 利用者とトラヒックは比例関係にあるために、ネットワーク容量の設計の観点では

現状の県毎でのネットワークの構築は効率的とは言えない。一方で、今後重要とな

る遅延の観点からは地理的な距離が近接しているエリアでのブロック化が必要に

なる。したがって、必ずしも県という単位にとらわれるのではなく、トラヒックと

遅延の両方の観点を反映した効率的なネットワーク設計・構築を行うべきであり、

第一種指定電気通信設備制度の適用対象となる設備の範囲もこれに沿った考え方

が妥当。【ＩＰｏＥ協議会】 

・ ＮＧＮの県間ネットワークと県内ネットワークはネットワーク構造上、明確に区分

できず一体である。【ＪＡＩＰＡ】 
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（２）県間通信用設備等について 

① 事業者意見 

 県間通信用設備については、他の中継事業者と競争が働いており、接続事業者は最

適な方法を自ら選択している。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本の県間設備は、自己設置した設備だけでなく他社設備を用い

て運用しており、他社設備に対して、当社に第一種指定電気通信設備としての規律

を課すことは困難。また、県間市場は、様々な事業者が設備を保有し競争しており、

先行事業者は昭和 60 年の通信自由化当時から設備を保有しているのに対し、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本は平成 15 年から参入している後発事業者。なお、ＮＴＴ法によ

り、ＮＴＴ東日本・西日本の本来業務は地域電気通信業務である一方、県間通信は

活用業務として認可・届出により実施しており、それぞれ公正競争等の要件は確保

されている。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 接続事業者の県間設備について、中継系や電力系、独立系等の様々な事業者が存在

する中、①自己設置、②当社から調達、③他社から調達の選択肢の中から、それぞ

れの事業規模等に応じて、最適な方法を自ら選択。中継系を持つ事業者においては、

規模の経済による優位性が働く。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 ＩＰｏＥ方式では東京・大阪以外の道府県でＰＯＩの設置が進んでいる、料金を含

めたサービスの見直しも検討する。 

・ ＩＰｏＥ方式において、事業者要望に応じて、東京・大阪以外の道府県においてＰ

ＯＩの設置が進んでおり、現在、10単県ＰＯＩ、８ブロックＰＯＩまで設置済。今

後も、事業者要望に応じて、ＰＯＩの増設を行う考え。また、市場環境等に応じ、

料金を含めたサービスの見直しを検討する考え。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 県間設備は通信方式（ＰＰＰｏＥ、ＩＰｏＥ等）ごとに不可避性が異なり、研究会

等でも必要な措置について整理が図られてきた。 

・ 電気通信設備の指定化は、設備単位で行われており、県間設備全体で指定すること

と、通信方式ごとに県間設備の不可避性が異なる実態とが整合していない。【ＮＴＴ

東日本・西日本】 

・ 県間設備に関しては、これまで接続料研究会等において累次の議論が行われ、必要

な措置について一定の整理が図られているところ。【ＮＴＴ東日本・西日本】 

 

 ＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備については不可避的に利用しなければなら

ない不可欠設備であり、規律することが必要。県間接続料は長期にわたり一定であ

り、調達コストと接続料が大きく乖離しており、競争は働いていない。 

・ ＩＰ網への移行により、例えば音声通信は接続点が東京と大阪の２カ所に変化して

いくことから、ＮＴＴ東日本・西日本以外の県間通信用設備を選択して利用するこ
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とはできず、第一種指定電気通信設備に接続するためにはＮＴＴ東日本・西日本の

県間通信用設備を不可避的に利用することになる。そのため、県間通信用設備の事

業者間競争の状況に関わらず、ＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備については

指定設備制度の対象とするなど、何らかの規律を課すべき。【ＫＤＤＩ】 

・ ＩＰ網移行後の電話サービスやインターネット通信サービス（ＩＰｏＥ）において

は東西２箇所における接続が基本となっている。これはネットワーク構成における

経済的合理性の観点から、県間通信設備を利用し複数の県を集約する方向で事業者

間で合意されたものであり、その意味においてＮＴＴ東日本・西日本殿の県間通信

用設備は不可避的に利用。【ソフトバンク】 

・ ＮＴＴ東日本・西日本は県間ネットワークを自前で敷設した光ファイバを使用して

構築しており、県内ネットワークと県間ネットワークは明確に区分できず一体であ

る。また、トラヒックの変化を踏まえると、今後は県間通信が一般的に使われるよ

うになり、県間ネットワークは県内ネットワークと同様にボトルネック性を有する。

さらに、接続の機能を利用する観点からも、県内ネットワークのみの利用はできず、

県間ネットワークの利用は事実上必須。【ＪＡＩＰＡ】 

・ 県間ネットワークは指定設備と一体提供され利用の不可避性が存在するため、ＩＰ

ｏＥ事業者、電話系事業者のうち、県間ネットワークを使用せず接続している事業

者は存在しない。【ＪＡＩＰＡ】 

・ 加入光ファイバの接続料が年々低廉化している中で、長年県間ネットワークの接続

料の見直しは行われておらず、ＩＰｏＥ接続を行う上で大きな参入障壁になってい

る（年間１億円以上の支出が必要）。【ＪＡＩＰＡ】 

・ 県間ネットワークは非指定設備のためＮＴＴ東日本・西日本による自由な値付けが

可能であり、ＮＴＴ東日本・西日本が例示した調達価格とネットワーク利用料には

３倍もの乖離がある。高額の県間ネットワーク利用料を維持できている状況は、県

間ネットワークのボトルネック性を示すもの。【ＪＡＩＰＡ】 

 

 ＩＰｏＥ接続に真の単県ＰＯＩは存在せず、特定の県にサービス提供したい場合で

も全エリアのＰＯＩへの接続等が必要。 

・ ＩＰｏＥ接続に真の単県ＰＯＩは存在せず、特定の県にサービス提供したい場合で

も、全エリアのＰＯＩへの接続、全エリアの料金の支払が必要であり、抱き合わせ

販売の状況である。【ＪＡＩＰＡ】 

 

 音声通信については県間通信用設備が不可避的に利用される、インターネット接続

については接続料研究会等での議論を踏まえて検討すべき。 

・ 音声通信については、今後のＩＰ網への移行等を踏まえると県間通信用設備が不可

避的に利用される状況になると認識。一方、インターネット接続に関しては、「接続

料の算定等に関する研究会」等で議論がなされていることから、それらを踏まえつ

つ、県間通信用設備を指定設備制度の対象とするか否かについて、検討することが
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必要。【オプテージ】 

 

 県間通信用設備利用料の低廉化は是非達成すべきであり、帯域あたり費用が継続的

に低廉化されることが必要。 

・ 県間通信用設備利用料の低廉化は是非達成すべきであると考えるが、価格の低廉化

は指定設備とした時点のみならず、トラヒックの増大による恒常的な設備増強が必

要な環境下においても、必要かつ十分な増強を遅滞なく行いつつ、費用を帯域で割

った金額(いわゆるメガ単価)の継続的な低廉化が実現されるべき。【ＩＰｏＥ協議

会】 

 

 他社設備部分も含めて一体的に接続料（適正原価・適正利潤に基づく料金）を設定

すべき。 

・ 他社設備を利用しているものについても、通信設備利用料等の形で接続料原価に算

入することで、規律の対象とすることが可能。【ＫＤＤＩ】 

・ 県間通信用設備に関しては指定設備化が望ましいと考えるが、他社調達設備がある

ことも考慮すると、「第一種指定電気通信設備との接続を円滑に行うために必要な

もの」として位置付けるなど、自己設置設備と他社調達設備について一体的に接続

料を設定することが適切。【ソフトバンク】 

・ 接続事業者はＮＴＴ東日本・西日本の３倍の負担で競争しており、県間ネットワー

クも適正原価で規律される必要がある。【ＪＡＩＰＡ】 

 

 他社設備利用も指定設備制度の対象とするかについては、慎重な検討が必要。 

・ 仮に指定設備制度の対象として検討する場合、他社設備利用も対象とするかについ

ては、慎重な検討が必要。【オプテージ】 

 

 外部調達（他社設備利用）の部分が設備増強あるいは価格の低廉化のボトルネック

となることを危惧。調達価格の妥当性の確認方法など、価格の低廉化に寄与する制

度設計を慎重に議論することが必要。 

・ 県間通信用設備は内部構築と外部調達があり、内部構築については将来想定に基づ

いた低廉化はある程度実現可能であると考える。一方、外部調達の部分は競争環境

がある複数の通信事業者からの調達であるため、外部要因が大きくなり、設備増強

あるいは価格の低廉化におけるボトルネックとなることを危惧。【ＩＰｏＥ協議会】 

・ 県間通信用設備を指定通信設備とした場合、かかるコストはダイレクトに利用価格

に反映されるため、外部調達が中心となる設備については、調達価格の妥当性の確

認方法など、価格の低廉化に寄与する制度設計を慎重に議論することが必要。【ＩＰ

ｏＥ協議会】 

 



 

85 

 

② 委員意見 

 地域網のボトルネック性、不可欠性は依然として一種指定の根拠になる。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本もやはりボトルネック性なり不可避性を認めており、今まで

のルールで構わないということだったので、地域網のボトルネック性、不可欠性は

依然として一種指定の根拠になると思う。 

 

 通信ネットワーク全体を１つの規制の体系の中に取り込んでいくという形が必要。 

・ 市内、市外、県間のような距離区分がなくなった時代には、もはや通信ネットワー

ク全体を１つの規制の体系の中に取り込んでいくという形が必要とされている。 

 

 機能そのもののコストを計算する方向に持っていかないと指定設備という考え方

自体が長く持たない可能性がある。 

・ 制御系設備であるＳＩＰサーバ、セッションボーダコントローラ、ＥＮＵＭサーバ、

ＤＮＳサーバというようなものは共通のクラウドの上でソフトが動いてればいい

というように、独立した設備ではなくなる日が近いということも考えると、設備と

いう形を経由せずに、機能そのものにかかっているコストを計算するというような

方向に持っていかないと指定設備という考え方自体がそう長く持たない可能性が

ある。 

 

 やはり指定しなければ料金が下がらないのかということが非常に疑問。 

・ 県間通信の接続料はずっと同じ料金であるということが衝撃的であり、指定設備で

あれば下がっているということなので、やはり指定しなければ料金が下がらないの

かということを非常に疑問に思った。 

 

 トラヒックと遅延等を考慮した理想的なネットワークを前提に議論すべき。 

・ 理想的には、やはりトラヒックと遅延等を考慮した理想的なネットワークがあるべ

きで、そういうものを踏まえて考えていくべき。 

 

 競争が機能するような形で合理的・効率的なネットワークが構築されるよう、多く

の人の意見、知恵を集めて、議論の場をきちんと設けるべき。 

・ ＮＧＮ、固定網においても、時代とともに技術が変わり、より合理的、理想的なネ

ットワークを作っていく中で、競争が機能するような形で合理的・効率的なネット

ワークが構築されるよう、多くの人の意見、知恵を集めて、議論の場をきちんと設

けていただきたい。 
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４．考え方 

４．１．第一種指定電気通信設備制度を適用する事業者の範囲 

（１）単位指定区域について 

現在は、通信サービスの中心が電話からインターネットへ移行しており、インターネ

ットについては県内に閉じる通信はほとんどなく、また、電話の利用についても都道府

県に終始するトラヒックの割合が 60％弱まで減少していることやＩＰ網への移行等に

伴いネットワーク構成及び接続の実態が都道府県単位ではなくなってきている等の状

況であり、こういった環境変化を踏まえた適切な範囲設定について検討することが必要

であると考えられる。 

この点、東日本・西日本という単位で占有率を算定することが適切との意見が委員及

び多くの事業者から示されたところであり、現在のＮＴＴ東日本・西日本のネットワー

クや接続の実態等を踏まえると、東日本・西日本の範囲で占有率を算定することが適当

である。 

 他方で、委員やＮＴＴ東日本・西日本から、今後の競争の状況等により、特定地域

でアクセスを占有する事業者が生じた場合には、当該事業者の設備がボトルネックにな

る可能性がある旨の指摘があったところであり、電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵

政省令第 46 号）に基づく、固定端末系伝送路設備の報告については、都道府県ごとの

状況が把握可能となるよう、引き続き都道府県単位での報告を求めるべきである。 

 その上で、仮に、特定地域でアクセスを占有する事業者が生じた場合にも対応でき

るよう、東日本・西日本での算定を基本としながらも、都道府県単位等により算定する

余地も残しておくことが適当である。 

 また、ワイヤレス固定電話の提供等、今後の提供形態の変化も踏まえ、総務省にお

いて適切な対応が求められる。 

 

（２）加入者回線の占有率の考え方について 

加入者回線の占有率の基準の見直しについては、委員及びヒアリングを行った全ての

事業者から、現在の 50％超という割合を見直すべきとの意見はなかったところであり、

ＩＰ網への移行による、ネットワークや接続の実態の変化等からも、直ちにその点の見

直しが求められる状況とは考えがたいことから、ＩＰ網への移行の機会を捉えた見直し

は不要であると考えられる。 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、加入者回線を光回線とメタル回線に分けて算定するべ

きとの意見が寄せられたが、ＩＰ網への移行により、これまで以上にメタル回線を足回

りとしたメタルＩＰ電話と、光回線を足回りとした光ＩＰ電話がＮＧＮを統合的に利用
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し、接続点として同じＰＯＩを利用することになる中において、両者を分けて交渉上の

優位性を判定する合理性はこれまで以上に低下していると考えるべきである。 

 

４．２．第一種指定電気通信設備制度の適用対象となる設備の範囲 

（１）基本的な考え方について 

事業者からは制度と実態を合わせるべきとの意見が寄せられているところであり、現

在のネットワークや接続の実態等に合わせて、指定の対象となる設備の範囲については

見直しを行うべきである。 

この点、委員やＩＰｏＥ協議会から指摘があったように、ネットワークを効率的に利

用することを前提にどのような設備にボトルネック性が生じるのか検討していくこと

が適切である。 

 

（２）県間通信用設備等について 

＜加入者回線との一体性を有する設備の検討＞ 

県間通信用設備が加入者回線との一体性を有する設備か否かを判断するに当たって

は、これまで「接続料の算定等に関する研究会」（以下、「接続料研究会」という。）にお

いて議論をしてきており、それを踏まえると、加入者回線の利用に当たり県間通信用設

備を不可避的に利用しなければならないかについて検討することが適当であると考え

られる。これを踏まえると、以下の１）～３）のように整理することが適当である。 

１） ＰＰＰｏＥ接続  

各都道府県に接続点（ＰＯＩ）が設けられており、その接続点に接続すれば特定の

県のみへのサービス提供が可能であることから、加入者回線の利用に当たりＮＴＴ東

日本・西日本の県間通信用設備を、不可避的に利用しなければならないと考えること

は困難である。 

ただし、今後、各都道府県での接続が困難となる状況が生じた場合には、不可避的

にＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備を利用しなければならない状況となること

もあり得る。 

 ２） ＩＰ音声接続 

ＩＰ網への移行により、接続点が東京、大阪の２カ所になることから、例えば、東

京、大阪のＰＯＩから、東京、大阪以外のＮＴＴ東日本・西日本の利用者に着信する

場合には、加入者回線の利用に当たりＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備を不可
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避的に利用しなければならないと考えられる。 

なお、接続料研究会の第三次報告書においても、ＩＰ音声県間接続については、加

入者回線の利用に当たり、不可避的に利用されることから、制度による対応が必要と

され、それを踏まえ、関係省令の改正 32がなされ、令和３年４月以降、接続料に準じ

た料金が設定されている。 

３） ＩＰｏＥ接続 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、現在、東京、大阪の２カ所に全国集約ＰＯＩが設け

られ、東西合計で 10の単県ＰＯＩ、８つのブロックＰＯＩが設置され、今後も要望に

応じてＰＯＩの増設を行うとの考えが示されている。 

一方で、ＪＡＩＰＡからは、ＩＰｏＥ接続に真の単県ＰＯＩは存在せず、特定の県

にサービス提供したい場合でも、全エリアのＰＯＩへの接続、全エリアの料金の支払

いが必要との指摘があった。 

（図表 34 ＰＰＰｏＥ接続とＩＰｏＥ接続における単県ＰＯＩの比較） 

 

ＰＰＰｏＥ接続とＩＰｏＥ接続の単県ＰＯＩの比較を踏まえると、ＰＯＩが県にあ

るということ自体は同様でも、両者の性質は大きく異なるものである。 

ＩＰｏＥ接続における単県ＰＯＩは、全国でのサービス提供を前提にトラヒックを

分散させることを目的としたものであり、現状、それを用いて、特定の県の利用者の

みにサービス提供を行う場合には、東日本エリア又は西日本エリア全域へのサービス

提供に必要な県間接続料を支払うかエリア内の全部の都道府県への接続を行うかとい

うサービス提供に不必要な地域の分を含む料金の支払い等を行う必要がある。 

仮に特定の県の利用者のみにサービス提供を行うために網改造を行う場合には、エ

リア全域へのサービス提供を行うための県間接続料以上の網改造料が必要となる状況

であり、通常、接続事業者がそのような方法を選択することは困難である。 

このため、ＩＰｏＥ接続について単に県にＰＯＩの増設を行うのみで、県間通信用

                         
32 令和３年総務省令第１号 



 

89 

 

設備の不可避性が解消されるものではないと考えることが適当である。 

ＪＡＩＰＡからは、ＩＰｏＥ接続を行っている接続事業者は、全ての事業者がＮＴ

Ｔ東日本・西日本の県間設備を利用している旨の意見もあったところであるが、実際

にそのような利用状況であることを踏まえれば、ＩＰｏＥ接続については、ＮＴＴ東

日本・西日本の県間設備を使わずに接続を行う形態が一般的とは考えられない。 

なお、接続事業者の利便性向上の観点から、ＮＴＴ東日本・西日本が各県にＰＯＩ

を増設することや、特定の県向けのサービス提供を求める接続事業者の要望に応えて、

より接続を行いやすくすること自体を否定するものではない。 

また、ＮＴＴ東日本・西日本からは、「県間市場は、様々な事業者が設備を保有し競

争」、「接続事業者はそれぞれの事業規模等に応じて、最適な方法を自ら選択」等とし

て、県間設備の指定化に課題がある旨説明がされている。一方で、ＪＡＩＰＡからは、

ＩＰｏＥ接続の県間接続料が長期にわたり一定であること等が県間設備のボトルネッ

ク性を示すものである旨説明されている。 

委員からも第一種指定電気通信設備であれば、コストの低減に応じて接続料が下が

っていくはずであるところ、非指定設備であるＮＴＴ東日本・西日本の県間接続料が

一定であることに対し、疑問が寄せられた。この点、ＮＴＴ東日本・西日本からは、

どの程度の調達コストとなっているかについて一部推計も用いて概算値が示され、単

純に比較はできないところではあるが、ＮＴＴ東日本・西日本から提出された 100Ｇ

ポート単価相当額と接続事業者に支払を求めている「接続料金」（全国集約ＰＯＩにお

ける 100Ｇポート）を比較したところ、ＮＴＴ東日本においては、提出された 100Ｇポ

ート単価相当額よりも高い接続料金、一方ＮＴＴ西日本においては、100Ｇポート単価

相当額よりも低い接続料金となっていた。 

これについて、ＮＴＴ東日本は、県間通信用設備について自己設置が多く（７割）、

一方、ＮＴＴ西日本は他社設備利用が多い（９割）ことや、ＮＴＴ東日本は 17都道県、

一方、ＮＴＴ西日本は 30府県であるというＮＴＴ東日本・西日本間の設備調達方法や

エリアの特性の差異が影響していることが考えられる。なお、ＮＴＴ東日本・西日本

が県間通信用設備について、他社から調達する場合には、公募による調達を行ってお

り、ＮＧＮにおける県間通信用設備は全てＮＴＴグループの企業が受託している。 

また、接続事業者がＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備を利用する県間接続は、

全国集約ＰＯＩでの接続とブロックＰＯＩでの接続が行われているが、それぞれの現

状は以下のとおりである。 

全国集約ＰＯＩにおける県間接続は、①全国での提供を前提として全ての都道府県

向けの伝送路を一体で提供している点や、②ＩＰｏＥ接続を行う接続事業者の８社中

６社が全国集約ＰＯＩを利用している点、③全ての事業者において最初に接続する場

合には全国集約ＰＯＩに接続している実態等を踏まえると、ＮＴＴ東日本・西日本の
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全国集約ＰＯＩによる県間接続を使わずに、他の事業者が提供する県間通信用設備を

通常選択している状況にはない。なお、今回の試算で用いられた 100Ｇポートの接続

料金は設定されて以来、一度も変更されていない。 

また、ブロックＰＯＩに接続した場合の県間通信用設備の接続料金については、県

間伝送路がつながる都道府県の数によらず、全てのブロックＰＯＩが一律の料金にな

っており、こちらについてもこれまで料金の変更が行われていない。 

さらに、現時点で、ＮＴＴ東日本・西日本のこれらの県間接続を利用せずに、ＩＰ

ｏＥ接続を行う接続事業者は存在しておらず、加えて、ソフトバンクからは、自らの

調達コストと比較した場合に、ＮＴＴ東日本・西日本の県間接続料金が調達コストと

大きく乖離している旨のデータが提出されている。 

また、ＮＴＴ東日本・西日本が、自らの県間設備と競争していると主張している、

他の中継ネットワークを提供しているＫＤＤＩやソフトバンクからも、ＮＴＴ東日本・

西日本の県間設備については、ボトルネック性を有しており、適正原価・適正利潤で

の提供を求める旨の意見が出されているところである。 

以上、ＮＴＴ東日本・西日本から県間通信用設備の原価等が示されたことにより、

原価等と接続料金の関係が一定程度は明らかになり、令和元年度の原価等においては、

県間通信用設備によって著しく過剰な利益を得ているとまでは言えないと考えられる

一方で、ＮＴＴ東日本・西日本の「接続事業者はＮＴＴ東日本・西日本以外の県間通

信用設備も自由に選択可能であり、競争が生じている」という主張については、 

① ＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備について、これを使わずにＩＰｏＥ接続を

行う接続事業者がいない点や、 

② ＩＰｏＥ接続を行う接続事業者に現在利用されている県間接続料金がコストの変

動に関わらず設定以来変更されていない点、 

③ 前述した特定県域向けにサービス提供を行えない接続形態やネットワークの実態 

等を踏まえると、現実と乖離があると言わざるを得ず、ＮＴＴ東日本・西日本の県間

通信用設備を使わずに、他の事業者の県間通信用設備を用いることは、経済的複製可

能性の観点から、現時点では困難であると考えられる。このため、ＩＰｏＥ接続に係

るＮＴＴ東日本・西日本の県間通信用設備は加入者回線及びそれと一体として利用さ

れる県内設備の利用に当たり不可避的に利用される設備となっていると考えられる。 

また、接続料研究会において、ＩＰｏＥ接続の県間通信用設備については、優先パ

ケット接続に係るものとベストエフォート接続に係るものに分けて議論が行われたと

ころ、両者ともに不可避性があり、通常は制度による対応が必要であるとされた上で、

優先パケット県間接続については、２）と同様に、関係省令の改正がなされ、令和３

年４月以降、接続料に準じた料金設定等がなされている。他方で、ベストエフォート

県間接続については、今後のトラヒックの推移や単県ＰＯＩの増加に向けた対応状況
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等を注視した上で、制度対応について具体的に検討することが適切とされていた。 

このような整理も踏まえ、ＩＰｏＥ接続に係るトラヒックの推移や単県ＰＯＩの増

加に向けた対応状況等について、ヒアリングや委員からの質問等により確認した上で、

検討を行ったものである。 

以上のことから、１）ＰＰＰｏＥ接続以外の２）ＩＰ音声接続、３）ＩＰｏＥ接続の

県間通信用設備については、加入者回線との一体性を認め、ボトルネック性を有する設

備として、制度による規律の対象とすることを前提に検討することが適当である。 

しかし、仮にこのような規律を導入した場合でも、効率的なネットワークを前提に、

東日本エリア又は西日本エリア全域へのサービス提供を行うために接続が行われてい

る実態が継続しているかという点や、接続事業者間やＮＴＴ東日本・西日本と他の県間

接続を提供する事業者間での競争の状況、接続事業者による円滑な接続が実現されてい

るかという点等を踏まえ、県間通信用設備の不可避性の変化が明確に認められる場合に

は、必要に応じて、見直しを検討することが適当である。 

 

＜他社設備についての取扱い＞ 

県間通信用設備についてボトルネック性を認め、規律する場合には、他社設備も含め

て一体的に規律することが適切である。この際、ＫＤＤＩやソフトバンク、ＪＡＩＰＡ

から意見があったように、自己設置の設備と他社設備利用に係るコストを一体的に接続

料原価に算入（例えば、通信設備使用料等）して接続料を設定することが適切である。 

さらに、ＩＰｏＥ協議会からも意見があったとおり、接続料原価が適正なものとなっ

ているかという観点からは、他社設備の調達が競争的に行われるよう、調達の実施状況

を把握し、必要な場合には総務省においてルールの検討等を行うべきである。 

 

＜その他の事項＞ 

今後、固定・移動市場の融合や、令和３年度以降順次、５ＧがＳＡ（Ｓｔａｎｄ Ａ

ｌｏｎｅ）方式に切り替わっていく中で、ネットワークの仮想化、スライシングの導入、

クラウド等他社設備利用の拡大、様々な形態の事業者間連携等が進んでいくことも踏ま

え、固定通信設備自体をハードとして指定するのではなく、機能そのものに着目してそ

のコストを算出する制度の在り方についても検討していくことが重要となる。加えて、

ＮＧＮ、固定網においても、時代とともに技術が変わり、より合理的、理想的なネット

ワークを作っていく中で、競争が機能するような形で合理的・効率的なネットワークが

構築されるよう、多くの人の意見、知恵を集めて、議論していくことも重要となる。 

また、ＩＰ網移行後の音声通信について、接続点が東京、大阪の２カ所になることに
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より、ＮＴＴ東日本については大阪府、ＮＴＴ西日本については東京都にもゲートウェ

イルータ（ＩＰ音声用）を設置することとなる。第一種指定電気通信設備については、

現在の電気通信事業法第 33 条に基づき、固定端末系伝送路設備の占有率が 50％を超え

る単位指定区域内の設備を指定することとなっていることから、単位指定区域外に設置

されるこれらのゲートウェイルータは第一種指定電気通信設備として指定できない。一

方で、当該ゲートウェイルータは単位指定区域内のゲートウェイルータと一体的に利用

しなければならないことから、第一種指定電気通信設備として今後指定が可能となるよ

う、所要の制度対応を行うべきである。 
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おわりに 

本報告書は、一部答申で最終答申に向けて検討を進めることとしていた「ＩＰ網への

移行後に向けた音声接続料の在り方」、「ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り

方（加入電話）」及び「ＩＰ網への移行を踏まえた接続制度の在り方」について取りまと

めを行ったものである。 

まず、「ＩＰ網への移行後に向けた音声接続料の在り方」では、令和７年１月から設備

移行に係る全工程完了後のＩＰ網によるサービス提供が始まることを見据え、ＩＰ網へ

移行後のメタルＩＰ電話とひかり電話の接続料の算定方式等について整理を行った。ま

た、着信事業者が料金設定権を有することに伴う課題及び一部答申で提示された着信事

業者が設定する接続料に関する課題への対応についても整理を行った。 

次に、「ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り方（加入電話）」では、令和５

年１月から加入電話の接続ルート切替が始まることを踏まえ、令和４年度以降の加入電

話の音声接続料の算定方法等について整理を行った。 

最後に、「ＩＰ網への移行を踏まえた接続制度の在り方」では、ＩＰ網への移行も含め

た制度導入当時と現在との状況の大きな変化を踏まえ、第一種指定電気通信設備制度を

適用する事業者及び設備の範囲について整理を行った。 

総務省においては、本報告書の整理に沿って、速やかに、所要の制度整備等を行うこ

とが適当である。また、当該制度整備等を行った後も、事業者間の競争環境等を踏まえ、

必要に応じ、制度等の見直しを行っていくことが適当である。 
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電気通信事業政策部会 名簿 

 

（令和３年４月１日現在 敬称略） 

 氏名 主要現職 

部会長 森川
もりかわ

 博之
ひろゆき

 東京大学 大学院工学系研究科 教授 

部会長代理 岡田
お か だ

 羊
よう

祐
すけ

 一橋大学 大学院経済学研究科 教授 

委員 石井
い し い

 夏生
か お

利
り

 中央大学 国際情報学部 教授 

委員 泉本
いずもと

 小夜子
さ よ こ

 公認会計士 

委員 江
え

﨑
さき

 浩
ひろし

 東京大学 大学院情報理工学系研究科 教授 

委員 大橋
おおはし

 弘
ひろし

 
東京大学 公共政策大学院 院長／大学院経済学研究

科 教授 

委員 熊谷
くまがい

 亮
みつ

丸
まる

 
株式会社大和総研 副理事長 兼 専務取締役 リサ

ーチ本部長 チーフエコノミスト 

委員 高橋
たかはし

 利
とし

枝
え

 

早稲田大学 教授／ハーバード大学 ファカルティ・ア

ソシエイト／ケンブリッジ大学「知の未来」研究所 ア

ソシエイト・フェロー 

 

  

資料１ 
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接続政策委員会 名簿 

 

（令和３年４月１日現在 敬称略） 

 氏名 主要現職 

主査 

専門委員 
相田
あ い だ

 仁
ひとし

 東京大学 大学院工学系研究科 教授 

主査代理 

専門委員 
佐藤
さ と う

 治
はる

正
まさ

 甲南大学 名誉教授 

委員 森川
もりかわ

 博之
ひろゆき

 東京大学 大学院工学系研究科 教授 

専門委員 関口
せきぐち

 博
ひろ

正
まさ

 神奈川大学 経営学部 教授 

専門委員 高橋
たかはし

 賢
まさる

 横浜国立大学 大学院国際社会科学研究院 教授 

専門委員 西村
にしむら

 暢史
のぶふみ

 中央大学 法学部 教授 

専門委員 西村
にしむら

 真由美
ま ゆ み

 公益社団法人全国消費生活相談員協会 IT研究会代表 

専門委員 山下
やました

 東子
は る こ

 大東文化大学 経済学部 教授 

 

  

資料２ 
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諮 問 第 1 2 3 0 号  

令 和 ２ 年 ４ 月 ６ 日 

 

 情報通信審議会 

  会長 内山田 竹志 殿 

 

 

 

 

         総務大臣 高市 早苗 

 

 

 

 

諮  問  書 

 

 

下記について、別紙により諮問する。 

 

 

記 

 

ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方 

  

資料３ 
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別紙 

 

諮問第1230号 

 

ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方 

 

１ 諮問理由 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社では、現在電話サービスのため

に用いられている公衆交換電話網（以下「ＰＳＴＮ」という。）の設備（中継交換機・

信号交換機）が、令和７年頃に維持限界を迎える中で、令和２年度から順次、ＰＳＴＮ

のＩＰ網への移行を予定しているところである。 

情報通信審議会答申「固定電話網の円滑な移行の在り方 二次答申」（平成29年９月）

では、関係事業者間の協議を通じた設備移行に係る検討・整理の状況も踏まえ、ＩＰ網

への移行の段階を踏まえた接続制度等に関して、適切な制度設計を総務省において検討

する必要があるとされた。 

また、ＰＳＴＮの設備のうち加入者交換機や中継交換機の接続料の算定には、現在、

長期増分費用方式が適用されているところ、情報通信審議会答申「平成31年度以降の接

続料算定における長期増分費用方式の適用の在り方について」（平成30年10月）では、

現行の算定方法の適用期間を令和３年度までとすることが適当とされ、これを踏まえ、

総務省では、令和元年６月から「長期増分費用モデル研究会」において、令和４年度以

降の接続料算定に適用し得る長期増分費用モデルについて検討を進めてきた。 

以上により、ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方について諮問するも

のである。 

 

２ 答申を希望する事項 

ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方 

 

３ 答申を希望する時期 

令和２年９月頃 一部答申を希望 

 

４ 答申が得られたときの行政上の措置 

今後の情報通信行政の推進に資する。 
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開催状況 

 

 開催日・開催方法 議題 

電気通信事業 

政策部会 

（第 52回） 

令和２年４月６日から 

９日まで 

（議決日：４月 10日） 

※文書審議 

・「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続

制度の在り方」について【令和 2年 4月

6日付け諮問第 1230号】 

接続政策委員会 

（第 41回） 

４月 10日から 16日まで 

※文書審議 

・「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続

制度の在り方」について 

接続政策委員会 

（第 42回） 

５月 19日 

※オンライン開催 
・事業者ヒアリング 

接続政策委員会 

（第 43回） 

６月２日 

※オンライン開催 

・事業者ヒアリング 

・論点整理 

接続政策委員会 

（第 44回） 

６月９日 

※オンライン開催 
・事業者ヒアリング 

接続政策委員会 

（第 45回） 

６月 30日 

※オンライン開催 

・事業者ヒアリング 

・論点整理 

接続政策委員会 

（第 46回） 

７月７日 

※オンライン開催 
・報告書（案）について 

電気通信事業 

政策部会 

（第 53回） 

７月 22日 

※オンライン開催 

・接続政策委員会からの報告 

・「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続

制度の在り方」一部答申（案）について 

接続政策委員会 

（第 47回） 

９月 11日 

※オンライン開催 

・一部答申（案）に対する意見及びその考

え方（案）について 

電気通信事業 

政策部会 

（第 54回） 

９月 18日 

※オンライン開催 

・「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続

制度の在り方」一部答申取りまとめ 

接続政策委員会 

（第 48回） 

10月 27日 

※オンライン開催 

・最終答申に向けた検討事項及び検討の進

め方 

・論点提示 

接続政策委員会 

（第 49回） 

11月 17日 

※オンライン開催 
・事業者ヒアリング 

接続政策委員会 

（第 50回） 

12月８日 

※オンライン開催 
・事業者ヒアリング 
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接続政策委員会 

（第 51回） 

12月 25日 

※オンライン開催 
・論点整理 

接続政策委員会 

（第 52回） 

１月 26日 

※オンライン開催 
・論点整理 

接続政策委員会 

（第 53回） 

３月２日 

※オンライン開催 

・事業者ヒアリング 

・論点整理 

接続政策委員会 

（第 54回） 

４月 13日 

※オンライン開催 
・論点提示 

接続政策委員会 

（第 55回） 

４月 28日 

※オンライン開催 
・事業者ヒアリング 

接続政策委員会 

（第 56回） 

６月４日 

※オンライン開催 
・論点整理 

接続政策委員会 

（第 57回） 

６月 29日 

※オンライン開催 
・報告書（案）について 
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